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○堺市介護保険施行規則 

平成１２年３月３１日 

規則第７２号 

改正 平成１３年３月２９日規則第１６号 

平成１３年９月２８日規則第６２号 

平成１４年３月２０日規則第１０号 

平成１５年３月３１日規則第４８号 

平成１５年８月２６日規則第７７号 

平成１５年１０月３０日規則第９２号 

平成１６年３月３１日規則第５３号 

平成１６年１２月２８日規則第９６号 

平成１７年１月３１日規則第３５号 

平成１７年３月３１日規則第９０号 

平成１７年９月３０日規則第１３４号 

平成１８年３月３１日規則第７６号 

平成１８年１２月１２日規則第１６４号 

平成１９年３月３０日規則第４５号 

平成１９年９月２７日規則第９１号 

平成２０年１月３０日規則第３号 

平成２０年３月２８日規則第２２号 

平成２１年３月３１日規則第５２号 

平成２１年７月３１日規則第８１号 

平成２２年３月１０日規則第６号 

平成２３年３月２８日規則第１４号 

平成２３年６月３０日規則第７２号 

平成２４年３月２８日規則第３４号 

平成２４年７月５日規則第９４号 

平成２５年３月２７日規則第６３号 

平成２５年１２月１９日規則第１５７号 

平成２６年２月２７日規則第６号 

平成２６年９月３０日規則第８３号 
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平成２７年３月３１日規則第５０号 

平成２７年４月２２日規則第７５号 

平成２７年８月２０日規則第１０２号 

平成２７年１２月２５日規則第１２９号 

平成２８年３月３１日規則第６２号 

平成２８年５月２０日規則第６７号 

平成２９年３月３１日規則第５９号 

平成３０年３月３０日規則第３６号 

平成３０年９月２８日規則第９２号 

平成３１年３月２９日規則第３５号 

令和元年５月２７日規則第４０号 

令和２年３月３１日規則第４２号 

令和２年６月５日規則第５６号 

令和２年１０月３０日規則第９６号 

令和３年２月１２日規則第７号 

令和３年３月３０日規則第２８号 
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第３節 介護給付・予防給付（第３２条―第４５条の２） 

第４節 保険給付の制限等（第４６条―第５１条） 
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第１節 指定地域密着型（介護予防）サービス事業者（第５１条の２―第５１条の７） 

第２節 指定介護予防支援事業者（第５１条の８―第５１条の１３） 
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第４節 指定居宅介護支援事業者（第５１条の１８の２―第５１条の１８の７） 

第５節 介護保険施設（第５１条の１９―第５１条の４０） 

第７章 保険料等（第５２条―第６３条） 

第８章 経過措置等（第６４条―第６６条） 

第９章 雑則（第６７条・第６８条） 

附則 

第１章 総則 

（趣旨） 

第１条 この規則は、介護保険法（平成９年法律第１２３号。以下「法」という。）、介護

保険法施行法（平成９年法律第１２４号。以下「施行法」という。）、介護保険法施行令

（平成１０年政令第４１２号。以下「政令」という。）、介護保険法施行規則（平成１１

年厚生省令第３６号。以下「省令」という。）及び堺市介護保険条例（平成１２年条例第

１６号。以下「条例」という。）に定めがあるもののほか、本市が行う介護保険について

必要な事項を定める。 

第２章 被保険者 

（資格取得又は喪失届等） 

第２条 省令第２３条、省令第２４条第２項及び第３項、省令第２９条から第３２条まで並

びに省令第１７１条第１項に規定する届書は、堺市介護保険資格取得・異動・喪失届（様

式第１号）とする。 

（職権による資格調査） 

第３条 市長は、被保険者がその住所地において居住の実態がないと認めるときは、堺市介

護保険被保険者資格職権処理調査票（様式第２号）を作成するものとする。 

（住所地特例適用届） 

第４条 省令第２５条第１項及び第２項の届書は、堺市介護保険住所地特例適用・変更・終

了届（様式第３号）とする。 

（第２号被保険者の被保険者証の交付申請） 

第５条 省令第２６条第２項の申請書は、堺市介護保険被保険者証交付申請書（様式第４号）

とする。 

（被保険者証等の再交付申請） 

第６条 省令第２７条第１項の規定による申請並びに第８条の堺市介護保険資格者証の再

交付の申請、第３０条の堺市介護保険受給資格証明書の再交付の申請及び省令第２８条の
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２第４項の規定による再交付の申請は、堺市介護保険被保険者証等再交付申請書（様式第

５号）により行わなければならない。 

（平２９規則５９・一改） 

第７条 削除 

（平１７規則１３４） 

（資格者証） 

第８条 市長は、法第１０条第２号の規定に該当する被保険者から法第３６条の要介護認定

又は要支援認定に係る事項を証明する書類の提出があったとき、法第１３条第１項又は第

２項の規定により被保険者とされる者から住所変更のため被保険者証の提出があったと

き、及び法第２７条第１項又は法第３２条第１項の申請を行った被保険者から被保険者証

の提出があったときは、堺市介護保険資格者証（介護保険暫定被保険者証）（様式第６号）

を当該被保険者に交付するものとする。 

（平１３規則１６・一改） 

（住所地特例対象被保険者連絡票） 

第９条 市長は、他市町村（地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１条の３第３項の特

別区を含む。以下「他市等」という。）の被保険者が本市の区域内に所在する住所地特例

対象施設（以下「市内住所地特例対象施設」という。）に転入し、住所地特例対象被保険

者に該当するときは、当該他市等へ堺市介護保険他市町村住所地特例対象被保険者連絡票

（様式第７号）により通知するものとする。 

（平１８規則７６・平３１規則３５・一改） 

（住所地特例対象施設変更通知） 

第１０条 市長は、市内介護保険施設に入所している他市等の住所地特例対象被保険者が他

の市内住所地特例対象施設へ入所変更したときは、その旨を堺市介護保険住所地特例対象

施設変更通知書（様式第８号）により当該他市等に通知するものとする。 

（平１８規則７６・一改） 

（住所地特例対象施設退所通知） 

第１１条 市長は、他市等の住所地特例対象被保険者が市内住所地特例対象施設を退所した

ときは、その旨を堺市介護保険住所地特例対象施設退所通知書（様式第９号）により当該

他市等に通知するものとする。 

（平１８規則７６・一改） 

（施設入所者名簿） 
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第１２条 市内住所地特例対象施設は、入所者があったときは、堺市介護保険住所地特例対

象施設入所者名簿（様式第１０号）に登載しなければならない。 

（平１８規則７６・一改） 

（住所地特例対象施設入退所連絡） 

第１３条 市内住所地特例対象施設は、他市等の住所地特例対象被保険者が入所し、又は退

所したときは、その旨を堺市介護保険住所地特例対象施設入所・退所連絡票（様式第１１

号）により本市及び当該他市等に通知しなければならない。 

（平１８規則７６・一改） 

第３章 介護認定審査会 

（委員報酬） 

第１４条 条例第３条の市長が定める額は、次の各号に掲げる額とする。ただし、同日に２

以上の会議等に出席したときは、いずれか多い方の額とする。 

(1) 介護認定審査部会（政令第９条第１項に規定する合議体をいう。以下同じ。）に出

席した場合 ２０，０００円（当該部会の長の職にある者（長が不在の場合においては、

長の職務を代理する者）にあっては、２２，０００円） 

(2) 介護認定審査会委員総会に出席した場合 ２０，０００円 

(3) 介護認定審査会委員代表者会に出席した場合 ２０，０００円 

(4) 介護認定審査部会の長会議に出席した場合 ２０，０００円 

(5) 堺市又は大阪府が実施する新規委員所属前研修（委員が、新規に介護認定審査部会

に所属する前に実施する研修）に出席した場合 ５，０００円 

(6) 前各号に掲げる会議等以外の会議又は研修に出席した場合 １０，０００円 

（平１６規則９６・全改、平２４規則３４・一改） 

（開示請求） 

第１５条 条例第４条第１項又は第２項の規定により認定資料の開示を請求しようとする

者は、堺市介護保険認定資料開示請求書（様式第１２号）を市長に提出しなければならな

い。 

２ 市長は、前項の請求書の提出があったときは、速やかに当該請求に係る認定資料を請求

者に交付するものとする。 

３ 被保険者は、条例第５条第１項第１号の規定により自己に係る認定資料を特定の者に開

示しないよう市長に申し出ようとするときは、堺市介護保険認定資料非開示請求書（様式

第１２号の２）を市長に提出しなければならない。 
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４ 被保険者は、条例第５条第１項第１号の規定により自己に係る認定資料を特定の者に開

示をしない旨の申出を行っている場合であって、当該申出の取消しを求めようとするとき

は、堺市介護保険認定資料非開示請求解除請求書（様式第１２号の３）を市長に提出しな

ければならない。 

５ 市長は、第２項の規定にかかわらず、条例第５条第１項の規定により認定資料の全部又

は一部について開示をしないことを決定したときは、速やかに堺市介護保険認定資料不交

付理由書（様式第１３号）を請求者に交付するものとする。 

６ 条例第４条第２項の規則で定める者は、次の各号のいずれかに該当する者とする。 

(1) 配偶者（婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の状態にある者を含む。） 

(2) 同居の親族 

(3) 前号の親族以外の三親等内の親族 

(4) 本人の代理人 

(5) 前各号に該当する者がいない場合で、本人の主たる介護者であると市長が認める者 

（平１８規則７６・一改） 

（審査部会の数） 

第１６条 政令第９条第１項の合議体（以下「審査部会」という。）の数は、１００以内と

する。 

（平１５規則４８・平１６規則９６・一改） 

（審査部会の委員定数） 

第１７条 政令第９条第３項の規定により市が定める数は、５人とし、保健、医療及び福祉

に関する学識経験を有する委員により審査部会を構成する。 

（平１６規則９６・平２３規則１４・一改） 

（審査判定の受託） 

第１８条 市長は、生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第１９条第１項の規定による

保護の実施機関（中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等

及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第３０号）による支援給付（以

下単に「支援給付」という。）の実施機関を含む。）から、法第９条の被保険者でない者

について、法第７条第３項第２号に規定する要介護者又は同条第４項第２号に規定する要

支援者に該当するか否かの審査判定の依頼があったときは、これを審査会に付託すること

ができる。 

（平１７規則３５・平２０規則２２・平２６規則８３・一改） 
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（審査会会長への委任） 

第１９条 この規則に定めるもののほか、堺市介護認定審査会（以下「審査会」という。）

の運営について必要な事項は、審査会会長が審査会に諮って定める。 

第４章 堺市地域介護サービス運営協議会 

（平１８規則７６・追加） 

（所掌事務） 

第１９条の２ 条例第５条の２の規定により設置する堺市地域介護サービス運営協議会（以

下「運営協議会」という。）は、次に掲げる事項について協議を行うものとする。 

(1) 地域包括支援センター（以下「センター」という。）の設置等に関すること。 

ア センターの担当する圏域の設定に関すること。 

イ センターの設置、変更及び廃止並びにセンターの業務の法人への委託又はセンター

の業務を委託された法人の変更に関すること。 

ウ センターの業務を委託された法人による介護予防給付に係る事業の実施に関する

こと。 

エ センターが介護予防給付に係るマネジメント業務を委託できる指定居宅介護支援

事業者に関すること。 

(2) センターの公正及び中立性の確保に関すること。 

(3) センターの職員に関すること。 

(4) 前３号に掲げるもののほか、運営協議会が地域の実情に応じて協議を行うことが必

要と認める事項に関すること。 

(5) 地域密着型サービスの事業を行おうとする事業者の指定に関すること。 

(6) 地域密着型サービスの指定基準及び介護報酬の設定に関すること。 

(7) 地域密着型サービスの質の確保、運営評価等に関すること。 

(8) 前３号に掲げるもののほか、地域密着型サービスの適正な運営を確保するために必

要な事項に関すること。 

（平１８規則７６・追加） 

（部会の設置） 

第１９条の３ 運営協議会は、必要に応じて部会を設置することができる。 

（平１８規則７６・追加） 

（事務局の設置） 

第１９条の４ 運営協議会の事務を処理するため、運営協議会に事務局を置く。 
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（平１８規則７６・追加） 

（関係者の出席） 

第１９条の５ 運営協議会は、必要があると認めたときは、議事に関係のある者の出席を求

め、その意見を聴き、又は必要な説明若しくは資料の提出を求めることができる。 

（平１８規則７６・追加、平３１規則３５・一改） 

（運営協議会の会議の特例） 

第１９条の６ 運営協議会の会長（以下この章において単に「会長」という。）は、特に緊

急を要するため会議を招集する時間的余裕がない場合その他やむを得ない事由のある場

合は、事案の内容を記載した文書を委員に回付し、その意見を聴取し、又は賛否を問うこ

とにより、会議に代えることができる。 

（令３規則２８・追加） 

（部会への準用） 

第１９条の７ 前条の規定は、部会について準用する。この場合において、同条中「運営協

議会の会長」とあるのは、「部会の長」と読み替えるものとする。 

（令３規則２８・追加） 

（委任） 

第１９条の８ この章に定めるもののほか、運営協議会の運営に関し必要な事項は、会長が

定める。 

（平１８規則７６・追加、令３規則２８・旧第１９条の６繰下） 

第５章 保険給付 

（平１８規則７６・旧第４章繰下） 

第１節 通則 

（第三者行為に係る要介護認定等の申請） 

第２０条 第三者の行為によって生じた事由による法第２７条第１項、法第２９条第１項又

は法第３２条第１項の申請をしようとする者は、その申請の際に堺市介護保険第三者行為

による傷病届（様式第１４号）を市長に提出しなければならない。 

（平１７規則３５・一改） 

第２節 要介護認定等 

（要介護認定申請等） 

第２１条 省令第３５条第１項、省令第４０条第１項、省令第４２条第１項、省令第４９条

第１項、省令第５４条第１項及び省令第５５条の２第１項の申請は、堺市介護保険要介
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護・要支援認定申請書（様式第１５号）により行わなければならない。 

２ 前項の申請を取り下げようとするときは、堺市介護保険要介護・要支援認定申請取下書

（様式第１６号）を市長に提出しなければならない。 

（平２１規則５２・一改） 

（認定調査） 

第２２条 法第２７条第２項（法第２８条第４項、法第２９条第２項、法第３０条第２項、

法第３１条第２項及び法第３２条第２項（法第３３条第４項、法第３３条の２第２項、法

第３３条の３第２項及び法第３４条第２項において準用する場合を含む。）において準用

する場合を含む。）に規定する事項の調査は、別に定める調査票により行うものとする。 

（平１７規則３５・平１８規則７６・平２１規則５２・平２８規則６２・一改） 

（主治医意見書等） 

第２３条 市長は、法第２７条第３項（法第２８条第４項、法第２９条第２項、法第３０条

第２項、法第３１条第２項及び法第３２条第２項（法第３３条第４項、法第３３条の２第

２項、法第３３条の３第２項及び法第３４条第２項において準用する場合を含む。）にお

いて準用する場合を含む。）の規定により、主治の医師に意見を求めるときは、堺市介護

保険主治医意見書提出依頼書（様式第１９号）により行うものとする。 

２ 前項の規定による依頼を受けた主治の医師は、別に定める意見書により意見を提出する

ものとする。 

３ 市長は、法第２７条第３項ただし書（法第２８条第４項、法第２９条第２項、法第３０

条第２項、法第３１条第２項及び法第３２条第２項（法第３３条第４項、法第３３条の２

第２項、法第３３条の３第２項及び法第３４条第２項において準用する場合を含む。）に

おいて準用する場合を含む。）の規定により、本市が指定する医師に診断を受けるべきこ

とを命ずるときは、堺市介護保険診断命令書（様式第２１号）により行うものとする。 

（平１７規則３５・平２１規則５２・平２８規則６２・一改） 

（審査会への審査判定依頼） 

第２４条 市長は、審査会に対し、第２１条第１項の申請書の提出があった者並びに法第３

０条第１項前段の要介護状態区分の変更の認定を行おうとする者、法第３１条第１項第１

号に該当することにより要介護認定を取り消そうとする者、法第３３条の３第１項前段の

要支援状態区分の変更の認定を行おうとする者及び法第３４条第１項第１号に該当する

ことにより要支援認定を取り消そうとする者について、法第２７条第４項各号に規定する

事項又は法第３２条第３項各号に規定する事項に関し審査及び判定（以下「審査判定」と
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いう。）を求める場合並びに法第３７条第２項の申請があった被保険者について、同条第

４項の規定により意見を聴く場合は、資料を添付の上、書面により依頼するものとする。 

２ 審査会は、前項の規定による依頼があった者に係る審査判定の結果及び意見を別に定め

る様式により、市長に通知しなければならない。 

（平１６規則５３・平１７規則３５・平１８規則７６・平２１規則５２・平２８規

則６２・一改） 

（認定結果等の通知） 

第２５条 法第２７条第７項前段（法第２８条第４項、法第２９条第２項、法第３０条第２

項及び法第３１条第２項において準用する場合を含む。）、法第３２条第６項前段（法第

３３条第４項、法第３３条の２第２項、法第３３条の３第２項及び法第３４条第２項にお

いて準用する場合を含む。）又は法第３５条第２項後段、第４項後段若しくは第６項後段

の規定による通知は、堺市介護保険要介護認定・要支援認定等結果通知書（様式第２８号）

により行うものとする。 

２ 法第２７条第９項（法第２８条第４項及び法第２９条第２項において準用する場合を含

む。）の規定による同条第１項の申請に係る被保険者への通知及び第２７条第１０項（法

第２８条第４項、法第２９条第２項及び法第３２条第９項（法第３３条第４項及び法第３

３条の２第２項において準用する場合を含む。）において準用する場合を含む。）の規定

による同条第１項の申請に係る被保険者への申請の却下通知並びに法第３２条第８項（法

第３３条第４項及び法第３３条の２第２項において準用する場合を含む。）の規定による

同条第１項の申請に係る被保険者への通知は、堺市介護保険要介護認定・要支援認定等却

下通知書（様式第２９号）により行うものとする。 

３ 法第２７条第１１項ただし書（法第２８条第４項、法第２９条第２項及び法第３２条第

９項（法第３３条第４項及び法第３３条の２第２項において準用する場合を含む。）にお

いて準用する場合を含む。）の規定による通知は、堺市介護保険要介護認定・要支援認定

延期通知書（様式第３０号）により行うものとする。 

（平１７規則３５・平２１規則５２・一改） 

（要介護認定等有効期間の短縮又は延長） 

第２６条 省令第３８条第１項第２号に規定する市が定める期間は、次のとおりとする。 

(1) 審査会が期間を短縮する意見を付した場合において、期間の指示があるときは当該

指示した期間とし、期間の指示がないときは３月間とする。 

(2) 審査会が期間を延長する意見を付した場合において、期間の指示があるときは当該
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指示した期間とし、期間の指示がないときは１２月間とする。 

２ 省令第４１条第２項において準用する省令第３８条第１項第２号に規定する市が定め

る期間は、次のとおりとする。 

(1) 審査会が期間を短縮する意見を付した場合において、期間の指示があるときは当該

指示した期間とし、期間の指示がないときは３月間とする。 

(2) 審査会が期間を延長する意見を付した場合において、期間の指示があるときは当該

指示した期間とし、期間の指示がないときは３６月間（法第２８条第２項の規定による

要介護更新認定に係る要介護状態区分が、現に受けている要介護認定に係る要介護状態

区分（当該被保険者が同条第３項の規定により申請を行う場合にあっては、当該被保険

者が当該申請の直前に受けていた要介護認定に係る要介護状態区分）と同一である場合

にあっては、４８月間）とする。 

（平１６規則５３・全改、令２規則４２・令３規則２８・一改） 

（要介護状態区分等の変更通知） 

第２７条 法第２９条第１項及び法第３３条の２第１項の申請に係る結果の通知並びに省

令第４４条第１項及び省令第５５条の４第１項の規定による通知は、堺市介護保険要介

護・要支援状態区分変更通知書（様式第３１号）により行うものとする。 

（平２１規則５２・一改） 

（要介護認定等の取消通知） 

第２８条 省令第４７条第１項の規定による通知及び省令第５６条第１項の規定による通

知は、堺市介護保険要介護認定・要支援認定取消通知書（様式第３２号）により行うもの

とする。 

（要支援認定等有効期間の短縮又は延長） 

第２９条 省令第５２条第１項第２号に規定する市が定める期間は、次のとおりとする。 

(1) 審査会が期間を短縮する意見を付した場合において、期間の指示があるときは当該

指示した期間とし、期間の指示がないときは３月間とする。 

(2) 審査会が期間を延長する意見を付した場合において、期間の指示があるときは当該

指示した期間とし、期間の指示がないときは１２月間とする。 

２ 省令第５５条第２項において準用する省令第５２条第１項第２号に規定する市が定め

る期間は、次のとおりとする。 

(1) 審査会が期間を短縮する意見を付した場合において、期間の指示があるときは当該

指示した期間とし、期間の指示がないときは３月間とする。 
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(2) 審査会が期間を延長する意見を付した場合において、期間の指示があるときは当該

指示した期間とし、期間の指示がないときは３６月間（法第３３条第２項の規定による

要支援更新認定に係る要支援状態区分が、現に受けている要支援認定に係る要支援状態

区分（当該被保険者が同条第３項の規定により申請を行う場合にあっては、当該被保険

者が当該申請の直前に受けていた要支援認定に係る要支援状態区分）と同一である場合

にあっては、４８月間）とする。 

（令２規則４２・全改、令３規則２８・一改） 

（受給資格証明書） 

第３０条 法第１１条第１項の規定により被保険者資格を喪失した者に対し本市が交付す

る法第３６条に規定する要介護認定又は要支援認定に係る事項を証明する書面は、堺市介

護保険受給資格証明書（様式第３３号）とする。 

（受給資格証明書の交付申請の特例） 

第３０条の２ 本市に転入した者のうち市長に要介護認定等の申請をしようとする者で転

出地の地方公共団体の交付する法第３６条に規定する要介護認定又は要支援認定に係る

事項を証明する書面（以下「転出地受給資格証明書」という。）を有していないものは、

本市を経由して、転出地である地方公共団体の長に転出地受給資格証明書の交付申請を行

うことができる。 

２ 前項の交付申請は、本市における介護保険の被保険者となった日から１４日以内に、堺

市介護保険転出地受給資格証明書交付申請書（様式第３３号の２）に必要事項を記載の上、

市長に提出してしなければならない。 

３ 市長は、前２項の規定により受給資格証明書の交付を受けた者に係る要介護認定等の申

請については、当該交付に係る申請がなされた日にあったものとみなす。 

（平１５規則９２・追加、平１８規則７６・一改） 

（種類指定の変更申請） 

第３１条 省令第５９条第１項の申請は、堺市介護保険サービス種類指定変更申請書（様式

第３４号）により行わなければならない。 

２ 市長は、前項の申請に係る審査判定の結果は、堺市介護保険サービス種類指定結果通知

書（様式第３５号）により申請者に通知するものとする。 

（平１７規則３５・平３１規則３５・一改） 

第３節 介護給付・予防給付 

（居宅介護サービス費等の支給） 
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第３２条 要介護認定を受けた被保険者（以下「要介護被保険者」という。）が行う法第４

１条第１項の居宅介護サービス費の支給の申請、法第４２条第１項の特例居宅介護サービ

ス費の支給の申請、法第４２条の２第１項の地域密着型介護サービス費の支給の申請、法

第４２条の３第１項の特例地域密着型介護サービス費の支給の申請、法第４６条第１項の

居宅介護サービス計画費の支給の申請、法第４７条第１項の特例居宅介護サービス計画費

の支給の申請、法第４８条第１項の施設介護サービス費の支給の申請及び法第４９条第１

項の特例施設介護サービス費の支給の申請並びに要支援認定を受けた被保険者（以下「要

支援被保険者」という。）が行う法第５３条第１項の介護予防サービス費の支給の申請、

法第５４条第１項の特例介護予防サービス費の支給の申請、法第５４条の２第１項の地域

密着型介護予防サービス費の支給の申請、法第５４条の３第１項の特例地域密着型介護予

防サービス費の支給の申請、法第５８条第１項の介護予防サービス計画費の支給の申請及

び法第５９条第１項の特例介護予防サービス計画費の支給の申請は、堺市介護保険居宅介

護（介護予防）サービス費等支給申請書（償還払用）（様式第３６号）により行わなけれ

ばならない。 

２ 市長は、前項、第４３条の２第５項又は第６６条第４項に規定する申請書の提出があっ

た場合において、申請の結果は、堺市介護保険居宅介護（介護予防）サービス費等償還払

支給決定通知書（様式第３７号（甲））又は堺市介護保険居宅介護（介護予防）サービス

費等償還払不支給決定通知書（様式第３７号（乙））により申請者に通知するものとする。 

（平１７規則３５・平１７規則１３４・平１８規則７６・平２１規則５２・平２７

規則５０・平３１規則３５・一改） 

（自己作成サービス計画書の届出） 

第３３条 要介護被保険者又は要支援被保険者（以下「要介護被保険者等」という。）が行

う省令第６４条第１号ハに規定する届出は、別に定めるサービス利用票により行わなけれ

ばならない。 

２ 市長は、前項の届出があった場合であって、当該届出が省令第６６条に規定する区分に

係るものであるときは、別に定める管理票を作成し、所定の日までに大阪府国民健康保険

団体連合会（以下「国保連」という。）に送付するものとする。 

（平１７規則３５・平１８規則７６・平２７規則５０・平２８規則６２・平３１規

則３５・一改） 

（特例居宅介護サービス費の基準） 

第３４条 法第４２条第３項の規定により市が定める額は、同項の厚生労働大臣が定める基
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準により算定した費用の額の１００分の９０（法第４９条の２の規定に該当する者にあっ

ては１００分の８０）に相当する額とする。 

（平１３規則１６・平２４規則３４・一改、平２７規則５０・旧第３５条繰上・一

改） 

（特例地域密着型介護サービス費の基準） 

第３５条 法第４２条の３第２項の規定により市が定める額は、同項の厚生労働大臣が定め

る基準により算定した費用の額の１００分の９０（法第４９条の２の規定に該当する者に

あっては１００分の８０）に相当する額とする。 

（平１８規則７６・追加、平２７規則５０・旧第３５条の２繰上・一改） 

（福祉用具購入費の支給申請） 

第３６条 省令第７１条第１項及び省令第９０条第１項の申請書は、堺市介護保険居宅介護

（介護予防）福祉用具購入費支給申請書（様式第４１号）とする。 

２ 市長は、前項に規定する申請書の提出があった場合において、申請の結果は、堺市介護

保険居宅介護（介護予防）福祉用具購入費支給決定通知書（様式第４１号の２（甲））又

は堺市介護保険居宅介護（介護予防）福祉用具購入費不支給決定通知書（様式第４１号の

２（乙））により申請者に通知するものとする。 

（平１７規則３５・平１８規則７６・平２１規則５２・一改） 

（住宅改修費の支給申請） 

第３７条 省令第７５条第１項及び省令第９４条第１項の申請書は、堺市介護保険居宅介護

（介護予防）住宅改修費支給申請書（様式第４２号）とする。 

２ 省令第７５条第１項第３号及び省令第９４条第１項第３号の書類は、堺市介護保険居宅

介護（介護予防）住宅改修理由書（様式第４３号）とする。 

３ 省令第７５条第１項第４号及び第７号並びに省令第９４条第１項第４号及び第７号の

書類等は、住宅改修箇所の改修前後の写真とする。ただし、市長においてやむを得ない事

情があると認めるときは、住宅改修前の写真を添付することを要しない。 

４ 省令第７５条第１項第５号及び省令第９４条第１項第５号の書類は、堺市介護保険居宅

介護（介護予防）住宅改修完了届（様式第４３号の２）とする。 

５ 省令第７５条第３項及び省令第９４条第３項の書類は、堺市介護保険居宅介護（介護予

防）住宅改修承諾書（様式第４４号（甲）（乙）。以下「住宅改修承諾書」という。）と

する。ただし、市長が特に認める場合は、次の事項を記載し、又は証する書面をもって、

住宅改修承諾書に替えることができる。 
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(1) 住宅改修をしようとする住宅の名称及び所在地 

(2) 住宅の改修箇所、その内容等の概要 

(3) 住宅改修の対象となる住宅の所有者その他権原を有する者の当該住宅改修に係る承

諾 

６ 市長は、第１項に規定する申請書の提出があった場合において、申請の結果は、堺市介

護保険居宅介護（介護予防）住宅改修費支給決定通知書（様式第４４号の２（甲））又は

堺市介護保険居宅介護（介護予防）住宅改修費不支給決定通知書（様式第４４号の２（乙））

により申請者に通知するものとする。 

（平１３規則１６・平１７規則３５・平１８規則７６・平２１規則５２・一改） 

（居宅サービス計画作成依頼の届出） 

第３８条 要介護被保険者等が行う省令第６５条の４第２号の規定による届出に係る届書、

第７７条第１項の届書、第８５条の２第２号の規定による届出に係る届書、第９５条の２

第１項の届書又は法第１１５条の４５第１項第１号ニに規定する第１号介護予防支援事

業に係る計画の作成を依頼するときの届書は、居宅介護支援事業者又は介護予防支援事業

者を利用する場合にあっては堺市居宅（介護予防）サービス計画作成・介護予防ケアマネ

ジメント依頼（変更）届出書（様式第４５号（甲））と、小規模多機能型居宅介護支援事

業者又は看護小規模多機能型居宅介護事業者を利用する場合にあっては堺市居宅サービ

ス・介護予防サービス計画作成依頼（変更）届出書（様式第４５号（乙））とする。 

２ 法第４６条第１項に規定する指定居宅介護支援事業者は、要介護被保険者から居宅介護

支援の依頼を受けたときは、第３３条第１項に規定するサービス利用票及び別に定める利

用票別表（以下これらを「サービス利用票等」という。）並びに別に定めるサービス提供

票及び提供票別表（以下これらを「サービス提供票等」という。）を作成の上、サービス

利用票等にあっては当該要介護被保険者に、サービス提供票等にあっては当該サービス提

供票に記載された全ての指定居宅サービス事業者又は指定地域密着型サービス事業者に

交付するものとする。 

３ 法第５８条第１項に規定する指定介護予防支援事業者は、要支援被保険者から介護予防

支援の依頼を受けたときは、サービス利用票等及びサービス提供票等を作成の上、サービ

ス利用票等にあっては当該要支援被保険者に、サービス提供票等にあっては当該サービス

提供票に記載された全ての指定介護予防サービス事業者又は指定地域密着型介護予防サ

ービス事業者に交付するものとする。 

４ 前２項の規定によりサービス利用票等を作成した指定居宅介護支援事業者又は指定介
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護予防支援事業者は、省令第６６条又は第８５条の５に規定する区分に係るものにあって

は第３３条第２項に規定する管理票を作成し、所定の日までに国保連に送付するものとす

る。 

（平１７規則３５・平１８規則７６・平２４規則３４・平２６規則６・平２８規則

６２・平２９規則５９・平３１規則３５・令２規則４２・一改） 

（特例居宅介護サービス計画費の基準） 

第３９条 法第４７条第３項の規定により市が定める額は、同項の厚生労働大臣が定める基

準により算定した費用の額とする。 

（平１３規則１６・平３１規則３５・一改） 

第４０条 削除 

（平１７規則１３４） 

（特例施設介護サービス費の基準） 

第４１条 法第４９条第２項の規定により市が定める額は、同項に規定する施設サービスに

ついて厚生労働大臣が定める基準により算定した費用の額の１００分の９０（法第４９条

の２の規定に該当する者にあっては１００分の８０）に相当する額とする。 

（平１３規則１６・平１７規則１３４・平２７規則５０・一改） 

（災害等による利用者負担の減免） 

第４２条 条例第７条の規則で定める割合及び条例第９条の規則で定める割合は、別表第１

のとおりとする。 

２ 要介護被保険者等は、別表第１に規定する割合の適用を受けようとするときは、同表に

規定する特例適用期間内に堺市介護保険利用者負担額減額・免除申請書（様式第４９号）

により市長に申請しなければならない。ただし、当該期間内に提出できないことについて

やむを得ない理由があると市長が認めるときは、当該期間を超えて申請することができる。 

３ 市長は、前項の規定による申請の結果は、堺市介護保険負担限度額認定、利用者負担額

減額・免除認定決定通知書（様式第５０号）により申請者に通知するものとする。 

４ 市長は、第２項の規定による申請を承認したときは、その申請者に介護保険利用者負担

額減額・免除認定証（様式第５１号）を交付するものとする。 

（平１７規則３５・平１７規則１３４・平３１規則３５・一改） 

（高額介護サービス費等の支給申請） 

第４３条 要介護被保険者等は、法第５１条第１項の高額介護サービス費又は法第６１条第

１項の高額介護予防サービス費の支給を受けようとするときは、堺市介護保険高額介護
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（介護予防）サービス費支給申請書（様式第５２号（甲））により市長に申請しなければ

ならない。ただし、介護保険制度の適正な運用を図るため市長が必要があると認める者に

ついては、堺市高額介護（介護予防）サービス費支給申請書（様式第５２号（乙））によ

るものとする。 

２ 省令附則第３８条の申請書は、堺市介護保険基準収入額適用申請書（様式第５２号の２）

とする。 

３ 市長は、前項の申請書の提出があった場合は、その内容を審査し、負担区分の決定を行

い、堺市介護保険基準収入額適用申請決定通知書（様式第５２号の３）により当該申請者

に通知するものとする。 

４ 市長は、第１項の規定による申請の結果は、堺市介護保険高額介護（介護予防）サービ

ス費支給決定通知書（様式第５３号（甲））又は堺市介護保険高額介護（介護予防）サー

ビス費不支給決定通知書（様式第５３号（乙））により申請者に通知するものとする。 

５ 要介護被保険者等は、法第５１条の２第１項の高額医療合算介護サービス費又は法第６

１条の２第１項の高額介護医療合算介護予防サービス費の支給を受けようとするときは、

堺市介護保険高額医療合算介護（介護予防）サービス費支給申請書兼自己負担額証明書交

付申請書（様式第５３号の２）により市長に申請しなければならない。 

６ 市長は、前項の規定による申請に係る自己負担額の通知は、堺市介護保険自己負担額証

明書（様式第５３号の３）により行うものとする。 

７ 市長は、第５項の規定による申請の結果は、堺市介護保険高額医療合算介護（介護予防）

サービス費支給（不支給）決定通知書（様式第５３号の４）により申請者に通知するもの

とする。 

（平１７規則３５・平１７規則１３４・平１８規則７６・平２０規則３・平２１規

則５２・平２７規則５０・平２７規則１０２・平３１規則３５・一改） 

（特定入所者の負担限度額に係る認定等） 

第４３条の２ 要介護被保険者等は、法第５１条の３第１項の規定による特定入所者介護サ

ービス費の支給を受けるための省令第８３条の５第１項の認定又は法第６１条の３第１

項の規定による特定入所者介護予防サービス費の支給を受けるための省令第９７条の３

の認定を受けようとするときは、堺市介護保険負担限度額認定申請書（様式第５４号）に

より行わなければならない。この場合において、当該申請が省令第８３条の５第４号に該

当することの認定に係るものであるときは、市町村民税課税層における食費・居住費の特

例減額措置に係る資産等申告書（様式第５４号の２）を提出しなければならない。 
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２ 省令第８３条の６第２項に規定する同意書は、同意書（様式第５４号の３）とする。 

３ 市長は、第１項の規定による申請の結果は、堺市介護保険負担限度額認定、利用者負担

額減額・免除認定決定通知書により申請者に通知するものとする。 

４ 市長は、第１項の規定による申請に対する認定を行ったときは、省令第８３条の６に規

定する介護保険負担限度額認定証を当該申請者に交付するものとする。 

５ 要介護被保険者等は、前項の認定証の交付を受けた場合において、省令第８３条の８（省

令第９７条の４の規定において準用する場合を含む。）の規定による特定入所者介護サー

ビス費又は特定入所者介護予防サービス費の支給を受けようとするときは、堺市介護保険

特定入所者介護（介護予防）サービス費支給申請書（償還払）（様式第５４号の４）によ

り行わなければならない。 

（平１７規則１３４・追加、平１８規則７６・平２４規則３４・平２７規則５０・

平３１規則３５・一改） 

（特例特定入所者介護サービス費の額） 

第４３条の３ 法第５１条の４第２項の規定により市が定める額は、食事の提供に要した費

用について食費の基準費用額から食費の負担限度額を控除した額及び居住に要した費用

について居住費の基準費用額から居住費の負担限度額を控除した額の合計額とする。 

（平１７規則１３４・追加、平２４規則３４・一改） 

（特例介護予防サービス費の基準） 

第４４条 法第５４条第３項の規定により市が定める額は、同項の厚生労働大臣が定める基

準により算定した費用の額の１００分の９０（法第５９条の２の規定に該当する者にあっ

ては１００分の８０）に相当する額とする。 

（平１４規則１０・平１８規則７６・平２４規則３４・平２７規則５０・一改） 

（特例地域密着型介護予防サービス費の基準） 

第４４条の２ 法第５４条の３第２項の規定により市が定める額は、同項の厚生労働大臣が

定める基準により算定した費用の額の１００分の９０（法第５９条の２の規定に該当する

者にあっては１００分の８０）に相当する額とする。 

（平１８規則７６・追加、平２７規則５０・一改） 

（特例介護予防サービス計画費の基準） 

第４５条 法第５９条第３項の規定により市が定める額は、同項の厚生労働大臣が定める基

準により算定した費用の額とする。 

（平１４規則１０・平１８規則７６・平３１規則３５・一改） 
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（特例特定入所者介護予防サービス費の基準） 

第４５条の２ 法第６１条の４第２項の規定により市が定める額は、食事の提供に要した費

用について食費の基準費用額から食費の負担限度額を控除した額及び滞在に要した費用

について滞在費の基準費用額から滞在費の負担限度額を控除した額の合計額とする。 

（平１７規則１３４・追加、平１８規則７６・平２４規則３４・一改） 

第４節 保険給付の制限等 

（保険料滞納者に係る支払方法変更） 

第４６条 市長は、法第６６条第１項又は第２項の規定により支払方法変更の記載を行う場

合は、あらかじめ堺市介護保険給付支払方法変更予告通知書（様式第５５号）により要介

護被保険者等に通知するものとする。 

２ 市長は、前項の規定による通知を行った場合において、所定の期限までに堺市介護保険

給付制限弁明書（様式第５６号）の提出がないとき、又は弁明に理由がないと認めるとき

は、堺市介護保険給付支払方法変更通知書（様式第５７号）により当該要介護被保険者等

に支払方法変更の通知をするものとする。 

（平１７規則３５・一改） 

（支払方法変更の終了申請） 

第４７条 要介護被保険者等は、省令第１０２条の支払方法の変更の記載の消除又は省令第

１０８条の保険給付差止の記載の消除を受けようとするときは、堺市介護保険支払方法変

更終了申請書（様式第５８号）に被保険者証及び当該各規定に定める特別の事情のある旨

を証する書類を添付し、市長に申請しなければならない。 

２ 市長は、前項の申請を認めるときは、堺市介護保険支払方法変更等解除通知書（様式第

５９号）により要介護被保険者等に通知し、当該要介護被保険者等に係る被保険者証の支

払方法の変更の記載又は保険給付差止の記載を消除するものとする。 

（平１７規則３５・一改） 

（介護保険給付の支払一時差止通知書） 

第４８条 市長は、法第６７条第１項又は第２項の規定により保険給付の支払の一時差止を

行うときは、堺市介護保険給付支払一時差止処分決定通知書（様式第６０号）により要介

護被保険者等に通知するものとする。 

（平１７規則３５・一改） 

（滞納保険料控除通知） 

第４９条 省令第１０６条の規定による通知は、堺市介護保険滞納保険料控除決定通知書
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（様式第６１号）により行うものとする。 

（平１７規則３５・一改） 

（第２号被保険者に係る保険給付の一時差止） 

第５０条 市長は、第２号被保険者から法第２７条第１項又は法第３２条第１項若しくは法

第２８条第２項又は法第３３条第２項の申請があった場合において、必要があると認める

ときは、当該第２号被保険者の加入する医療保険者に省令第１１０条第１項に規定する事

項について、堺市介護保険要介護認定等申請受理通知書（様式第６２号）により情報の提

供を求めるものとする。 

２ 医療保険者は、前項の規定により情報提供を求められたときは、堺市介護保険給付支払

一時差止等依頼書（様式第６３号）又は堺市介護保険給付支払一時差止等措置終了依頼書

（様式第６４号）により速やかに市長に情報の提供を行うものとする。 

３ 市長は、前項の依頼書に基づき法第６８条第１項に規定する保険給付差止の記載を行う

ときは、あらかじめ堺市介護保険給付支払一時差止等予告通知書（様式第６５号）により

当該第２号被保険者に通知しなければならない。 

４ 市長は、前項の規定による通知を行った場合において、所定の期限までに堺市介護保険

給付制限弁明書の提出がないとき、又は弁明に理由がないと認めるときは、堺市介護保険

給付支払一時差止等処分決定通知書（様式第６６号）により当該第２号被保険者に保険給

付差止の通知をするものとする。 

５ 市長は、第２項の医療保険者から堺市介護保険給付支払一時差止等措置終了依頼書によ

り保険給付差止めの終了の依頼があったときは、堺市介護保険支払方法変更等解除通知書

により当該第２号被保険者に通知を行った上、当該第２号被保険者に係る被保険者証の保

険給付差止の記載を消除するものとする。 

（平１７規則３５・平３１規則３５・一改） 

（給付額減額通知等） 

第５１条 市長は、被保険者証に法第６９条第１項に規定する給付額減額等の記載を行うと

きは、堺市介護保険給付額減額通知書（様式第６７号）により要介護被保険者等に通知す

るものとする。 

２ 前項の規定による通知を受けた要介護被保険者等は、法第６９条第１項ただし書の政令

で定める特別の事情があるときは、堺市介護保険給付額減額免除申請書（様式第６８号）

により、給付額減額等の記載の消除を市長に申請することができる。 

３ 市長は、前項の規定による申請の結果は、堺市介護保険給付額減額免除申請結果通知書
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（様式第６９号）により申請者に通知するものとする。 

（平１７規則３５・一改） 

第６章 事業者及び施設 

（平１８規則７６・追加） 

第１節 指定地域密着型（介護予防）サービス事業者 

（平１８規則７６・追加） 

（指定の申請） 

第５１条の２ 法第７８条の２第１項及び第１１５条の１２第１項の申請は、指定地域密着

型サービス事業所指定・指定地域密着型介護予防サービス事業所指定・指定居宅サービス

事業所指定・指定介護予防サービス事業所指定・指定居宅介護支援事業者指定・指定介護

老人福祉施設指定・介護老人保健施設開設許可・介護医療院開設許可申請書（様式第６９

号の２。以下「指定等申請書」という。）により行わなければならない。 

２ 法第７８条の２第１項及び法第１１５条の１２第１項の規定により指定を受けた者は、

その旨を当該指定に係る事業所の見やすい場所に標示しなければならない。 

（平１８規則７６・追加、平２０規則３・平２４規則３４・平３０規則３６・一改） 

（指定の更新申請） 

第５１条の２の２ 法第７８条の１２及び法第１１５条の２１において準用する法第７０

条の２第１項の規定による指定の更新の申請は、指定地域密着型サービス事業所指定・指

定地域密着型介護予防サービス事業所指定・指定居宅サービス事業所指定・指定介護予防

サービス事業所指定・指定居宅介護支援事業者指定・指定介護老人福祉施設指定・介護老

人保健施設開設許可・介護医療院開設許可更新申請書（様式第６９号の２の２。以下「更

新申請書」という。）により行わなければならない。 

（平２０規則３・追加、平２４規則３４・平３０規則３６・一改） 

（変更の届出等） 

第５１条の３ 指定地域密着型サービス事業者及び指定地域密着型介護予防サービス事業

者は、その指定に係る事業の地域密着型介護サービス費又は地域密着型介護予防サービス

費の請求に関する事項に変更があったときは、当該請求を行うまでに、その旨を市長に届

け出なければならない。 

２ 前項並びに法第７８条の５及び第１１５条の１５の規定による届出は、同項に規定する

事項並びに省令第１３１条の１３第１項各号及び第１４０条の３０第１項各号に掲げる

事項の変更に係るものにあっては変更届出書（様式第６９号の３）により、事業の廃止、
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休止又は再開に係るものにあっては事業の廃止・休止・再開届出書（様式第６９号の４）

により行わなければならない。 

（平１８規則７６・追加、平２４規則３４・平３０規則９２・一改） 

（指定の辞退） 

第５１条の４ 法第７８条の８の規定による指定の辞退は、指定辞退届出書（様式第６９号

の５）により行わなければならない。 

（平１８規則７６・追加、平２４規則３４・一改） 

（都道府県等への事業所情報の提供） 

第５１条の５ 市長は、第５１条の２から前条までの規定による指定又は届出の受理（以下

この条において「指定等」という。）をしたときは、大阪府、国保連その他の機関に対し

て、当該指定等に係る事業所に関する情報のうち、次に掲げる事項を提供することができ

る。 

(1) 事業所の名称及び所在地 

(2) 当該事業所の指定の申請者及び主たる事務所の所在地並びに代表者の氏名及び住所 

(3) 指定年月日 

(4) 事業開始年月日 

(5) 運営規程 

(6) 介護保険事業所番号 

(7) 管理者の氏名、生年月日及び住所 

(8) 法第１８条の規定による介護給付等の請求に係る体制等 

（平１８規則７６・追加、平２４規則３４・平３０規則９２・一改） 

（公示） 

第５１条の６ 法第７８条の１１及び第１１５条の２０の規定による公示は、法第７８条の

１１各号及び第１１５条の２０各号の措置に係る事業所に関する次に掲げる事項につい

て行うものとする。 

(1) 介護保険事業所番号 

(2) 指定地域密着型サービス事業所又は指定地域密着型介護予防サービス事業所の名称

及び所在地 

(3) 当該事業所の指定の申請者及び主たる事務所の所在地並びに代表者の氏名 

(4) 指定、指定の辞退又は指定の取消しの年月日 

(5) サービスの種類 
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（平１８規則７６・追加、平２４規則３４・一改） 

（指定申請時等の添付書類） 

第５１条の７ 市長は、第５１条の２第１項、第５１条の３第２項及び第５１条の４に規定

する申請書及び届出書に、省令に定めるもののほか、次に掲げる書類を添付させることが

できる。 

(1) 指定地域密着型サービス事業所・指定地域密着型介護予防サービス事業所指定申請

等に係る個人情報の提供に係る同意書 

(2) 指定地域密着型サービス事業所・指定地域密着型介護予防サービス事業所指定に係

る調査の同意書 

(3) 当該申請書等に係る事業についての地域密着型介護サービス費又は地域密着型介護

予防サービス費の請求に関する事項を記載した書類 

(4) 前３号に掲げるもののほか、市長が認める参考となる書類 

（平１８規則７６・追加、平２４規則３４・平３０規則９２・一改） 

第２節 指定介護予防支援事業者 

（平１８規則７６・追加） 

（指定の申請） 

第５１条の８ 法第１１５条の２２第１項の申請は、指定介護予防支援事業所指定申請書

（様式第６９号の６）により行わなければならない。 

２ 法第１１５条の２２第１項の規定により指定を受けた者は、その旨を当該指定に係る事

業所の見やすい場所に標示しなければならない。 

（平１８規則７６・追加、平２４規則３４・一改） 

（変更の届出等） 

第５１条の９ 指定介護予防支援事業者は、その指定に係る事業の介護予防計画費の請求に

関する事項に変更があったときは、当該請求を行うまでに、その旨を市長に届け出なけれ

ばならない。 

２ 前項及び法第１１５条の２５の規定による届出は、同項及び省令第１４０条の３７第１

項に規定する事項の変更に係るものにあっては変更届出書（様式第６９号の７）により、

事業の廃止、休止又は再開に係るものにあっては廃止・休止・再開届出書（様式第６９号

の８）により行わなければならない。 

（平１８規則７６・追加、平２４規則３４・平３０規則９２・一改） 

（指定の更新申請） 
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第５１条の１０ 法第１１５条の３１において準用する法第７０条の２第１項の規定によ

る指定の更新の申請は、指定介護予防支援事業所指定更新申請書（様式第６９号の９）に

より行わなければならない。 

（平１８規則７６・追加、平２４規則３４・平３０規則３６・平３１規則３５・一

改） 

（都道府県等への事業所情報の提供） 

第５１条の１１ 市長は、前３条の規定による指定、指定の更新又は届出の受理又は更新（以

下この条において「指定等」という。）をしたときは、大阪府、国保連その他の機関に対

して、当該指定等に係る事業所に関する情報のうち、次に掲げる事項を提供することがで

きる。 

(1) 事業所の名称及び所在地 

(2) 当該事業所の指定の申請者の名称及び主たる事務所の所在地並びに代表者の氏名、

生年月日、住所及び職名 

(3) 指定年月日及び指定更新年月日並びに指定有効期間満了日 

(4) 事業開始年月日 

(5) 運営規程 

(6) 介護保険事業所番号 

(7) 管理者の氏名、生年月日及び住所 

(8) 法第１８条の規定による介護給付等の請求に係る体制等 

（平１８規則７６・追加、平２４規則３４・平３０規則３６・平３０規則９２・一

改） 

（指定申請時等の添付書類） 

第５１条の１２ 市長は、第５１条の８第１項、第５１条の９第２項及び第５１条の１０に

規定する申請書及び届出書に、省令に定めるもののほか、次に掲げる書類を添付させるこ

とができる。 

(1) 指定介護予防支援事業所指定申請等に係る個人情報の提供に係る同意書 

(2) 指定介護予防支援事業所指定に係る調査の同意書 

(3) 当該申請書等に係る事業についての介護予防サービス計画費の請求に関する事項を

記載した書類 

(4) 前３号に掲げるもののほか、市長が認める参考となる書類 

（平１８規則７６・追加、平２４規則３４・平３０規則９２・一改） 
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（公示） 

第５１条の１３ 法第１１５条の３０の規定による公示は、同条各号の措置に係る事業所に

関する次に掲げる事項について行うものとする。 

(1) 介護保険事業所番号 

(2) 指定介護予防支援事業所の名称及び所在地 

(3) 当該事業所の指定の申請者及び主たる事務所の所在地並びに代表者の氏名 

(4) 指定、指定の取消し又は指定の全部若しくは一部の効力の停止の年月日 

（平１８規則７６・追加、平２４規則３４・一改） 

第３節 指定居宅サービス事業者及び指定介護予防サービス事業者 

（平１９規則４５・追加） 

（指定の申請等） 

第５１条の１４ 法第７０条第１項及び法第１１５条の２第１項の申請は、指定等申請書に

より行わなければならない。 

２ 法第７０条第１項及び法第１１５条の２第１項の規定により指定を受けた者は、その旨

を当該指定に係る事業所の見やすい場所に標示しなければならない。 

（平１９規則４５・追加、平２０規則３・平２４規則３４・一改） 

（指定の更新申請） 

第５１条の１４の２ 法第７０条の２第１項及び法第１１５条の１１において準用する法

第７０条の２第１項の規定による指定の更新の申請は、更新申請書により行わなければな

らない。 

（平２０規則３・追加、平２４規則３４・平３０規則３６・平３０規則９２・一改） 

（変更の届出等） 

第５１条の１５ 指定居宅サービス事業者及び指定介護予防サービス事業者は、その指定に

係る事業の居宅介護サービス費又は介護予防サービス費の請求に関する事項に変更があ

ったときは、当該請求を行うまでに、その旨を市長に届け出なければならない。 

２ 前項並びに法第７５条及び第１１５条の５の規定による届出は、同項に規定する事項並

びに省令第１３１条第１項各号及び省令第１４０条の２２第１項各号に掲げる事項の変

更に係るものにあっては変更届出書（様式第６９号の３）により、事業の廃止、休止又は

再開に係るものにあっては事業の廃止・休止・再開届出書（様式第６９号の４）により行

わなければならない。 

（平１９規則４５・追加、平２４規則３４・平３０規則９２・一改） 
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（都道府県等への事業所情報の提供） 

第５１条の１６ 市長は、前３条の規定による指定又は届出の受理（以下この条において「指

定等」という。）をしたときは、大阪府、国保連その他の機関に対して、当該指定等に係

る事業所に関する情報のうち、次に掲げる事項を提供することができる。 

(1) 事業所の名称及び所在地 

(2) 当該事業所の指定の申請者及び主たる事務所の所在地並びに代表者の氏名及び住所 

(3) 指定年月日 

(4) 事業開始年月日 

(5) 運営規程 

(6) 介護保険事業所番号 

(7) 管理者の氏名、生年月日及び住所 

(8) 法第１８条の規定による介護給付等の請求に係る体制等 

（平１９規則４５・追加、平２４規則３４・平３０規則３６・平３０規則９２・一

改） 

（公示） 

第５１条の１７ 法第７８条及び法第１１５条の１０の規定による公示は、法第７８条各号

及び法第１１５条の１０各号の措置に係る事業所に関する次に掲げる事項について行う

ものとする。 

(1) 介護保険事業所番号 

(2) 指定居宅サービス事業所及び指定介護予防サービス事業所の名称及び所在地 

(3) 当該事業所の指定の申請者及び主たる事務所の所在地並びに代表者の氏名 

(4) 指定又は指定の取消しの年月日 

(5) サービスの種類 

（平１９規則４５・追加、平２４規則３４・一改） 

（指定申請時等の添付書類） 

第５１条の１８ 市長は、第５１条の１４の申請書及び第５１条の１５第２項の届出書に、

省令に定めるもののほか、次に掲げる書類を添付させることができる。 

(1) 指定居宅サービス事業所及び指定介護予防サービス事業所指定申請等に係る個人情

報の提供に係る同意書 

(2) 指定居宅サービス事業所及び指定介護予防サービス事業所の指定に係る調査の同意

書 
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(3) 当該申請書等に係る事業についての居宅介護サービス費又は介護予防サービス費の

請求に関する事項を記載した書類 

(4) 前３号に掲げるもののほか、市長が必要があると認める書類 

（平１９規則４５・追加、平２４規則３４・平３０規則９２・一改） 

第４節 指定居宅介護支援事業者 

（平２４規則３４・追加） 

（指定の申請等） 

第５１条の１８の２ 法第７９条第１項の申請は、指定等申請書により行わなければならな

い。 

２ 法第７９条第１項の規定により指定を受けた者は、その旨を当該指定に係る事業所の見

やすい場所に標示しなければならない。 

（平２４規則３４・追加） 

（指定の更新申請） 

第５１条の１８の３ 法第７９条の２第１項の規定による指定の更新の申請は、更新申請書

により行わなければならない。 

（平２４規則３４・追加、平３０規則３６・一改） 

（変更の届出等） 

第５１条の１８の４ 指定居宅介護支援事業者は、その指定に係る居宅介護サービス計画費

の請求に関する事項に変更があったときは、当該請求を行うまでに、その旨を市長に届け

出なければならない。 

２ 前項及び法第７９条第１項の規定に基づき指定を受けた居宅介護支援事業者に係る法

第８２条の規定による届出は、前項及び省令第１３３条第１項に規定する事項の変更に係

るものにあっては変更届出書（様式第６９号の３）により、事業の廃止、休止又は再開に

係るものにあっては事業の廃止・休止・再開届出書（様式第６９号の４）により行わなけ

ればならない。 

（平２４規則３４・追加、平３０規則９２・一改） 

（都道府県等への事業所情報の提供） 

第５１条の１８の５ 市長は、前３条の規定による指定又は届出の受理（以下この条におい

て「指定等」という。）をしたときは、大阪府、国保連その他の機関に対して、当該指定

等に係る事業所に関する情報のうち、次に掲げる事項を提供することができる。 

(1) 事業所の名称及び所在地 
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(2) 当該事業所の指定の申請者及び主たる事務所の所在地並びに代表者の氏名及び住所 

(3) 指定年月日 

(4) 事業開始年月日 

(5) 運営規程 

(6) 介護保険事業所番号 

(7) 管理者の氏名、生年月日及び住所 

(8) 法第１８条の規定による介護給付等の請求に係る体制等 

（平２４規則３４・追加、平３０規則３６・平３０規則９２・一改） 

（公示） 

第５１条の１８の６ 法第８５条の規定による公示は、同条各号の措置に係る事業所に関す

る次に掲げる事項について行うものとする。 

(1) 介護保険事業所番号 

(2) 指定居宅介護支援事業所の名称及び所在地 

(3) 当該事業所の指定の申請者及び主たる事務所の所在地並びに代表者の氏名 

(4) 指定又は指定の取消しの年月日 

(5) サービスの種類 

（平２４規則３４・追加） 

（指定申請時等の添付書類） 

第５１条の１８の７ 市長は、第５１条の１８の２の申請書及び第５１条の１８の４第２項

の届出書に、省令に定めるもののほか、次に掲げる書類を添付させることができる。 

(1) 指定居宅介護支援事業所指定申請等に係る個人情報の提供に係る同意書 

(2) 指定居宅介護支援事業所の指定に係る調査の同意書 

(3) 当該申請書等に係る事業についての居宅介護サービス計画費の請求に関する事項を

記載した書類 

(4) 前３号に掲げるもののほか、市長が必要があると認める書類 

（平２４規則３４・追加、平３０規則９２・一改） 

第５節 介護保険施設 

（平１９規則４５・追加、平２４規則３４・旧第４節繰下） 

（指定介護老人福祉施設の指定の申請） 

第５１条の１９ 法第８６条第１項に規定する申請は、指定等申請書により行わなければな

らない。 
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２ 法第８６条第１項の規定により指定を受けた者は、その旨を当該指定に係る施設の見や

すい場所に標示しなければならない。 

（平１９規則４５・追加、平２０規則３・一改） 

（指定の更新申請） 

第５１条の１９の２ 法第８６条の２第１項の規定による指定の更新の申請は、更新申請書

により行わなければならない。 

（平２０規則３・追加、平２４規則３４・平３０規則３６・一改） 

（変更の届出等） 

第５１条の２０ 指定介護老人福祉施設の開設者は、その指定に係る施設介護サービス費の

請求に関する事項に変更があったときは、当該請求を行うまでに、その旨を市長に届け出

なければならない。 

２ 前項及び法第８９条の規定による届出は、変更届出書（様式第６９号の３）（事業の廃

止、休止又は再開に係るものにあっては、廃止・休止・再開届出書（様式第６９号の４））

により行わなければならない。 

（平１９規則４５・追加、平２４規則３４・平３０規則３６・平３０規則９２・一

改） 

（指定の辞退） 

第５１条の２１ 法第９１条の規定による指定の辞退は、指定辞退届出書により行わなけれ

ばならない。 

（平１９規則４５・追加、平３１規則３５・一改） 

（都道府県等への施設情報の提供） 

第５１条の２２ 市長は、第５１条の１９から前条までの規定による指定又は届出の受理

（以下この条において「指定等」という。）をしたときは、大阪府、国保連その他の機関

に対して、当該指定等に係る施設に関する情報のうち、次に掲げる事項を提供することが

できる。 

(1) 施設の名称及び所在地 

(2) 当該施設の指定の申請者及び主たる事務所の所在地並びに代表者の氏名及び住所 

(3) 指定年月日 

(4) 事業開始年月日 

(5) 運営規程 

(6) 介護保険事業所番号 
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(7) 管理者の氏名、生年月日及び住所 

(8) 法第１８条の規定による介護給付等の請求に係る体制等 

（平１９規則４５・追加、平２４規則３４・平３０規則３６・平３０規則９２・一

改） 

（公示） 

第５１条の２３ 法第９３条の規定による公示は、同条各号の措置に係る施設に関する次に

掲げる事項について行うものとする。 

(1) 介護保険事業所番号 

(2) 当該施設の名称及び所在地 

(3) 当該施設の指定の申請者及び主たる事務所の所在地並びに代表者の氏名 

(4) 指定、指定の辞退又は指定の取消しの年月日 

(5) サービスの種類 

（平１９規則４５・追加、平２４規則３４・平３０規則３６・一改） 

（指定申請時等の添付書類） 

第５１条の２４ 市長は、第５１条の１９第１項の申請書及び第５１条の２０第２項の届出

書に、省令に定めるもののほか、次に掲げる書類を添付させることができる。 

(1) 指定介護老人福祉施設指定申請等に係る個人情報の提供に係る同意書 

(2) 指定介護老人福祉施設指定に係る調査の同意書 

(3) 当該申請書等に係る事業についての施設介護サービス費の請求に関する事項を記載

した書類 

(4) 前３号に掲げるもののほか、市長が認める参考となる書類 

（平１９規則４５・追加、平２４規則３４・平３０規則９２・一改） 

（介護老人保健施設の開設許可の申請） 

第５１条の２５ 法第９４条第１項の許可の申請は、指定等申請書により行わなければなら

ない。 

２ 法第９４条第１項の許可を受けた者は、その旨を当該許可に係る施設の見やすい場所に

標示しなければならない。 

（平１９規則４５・追加、平２０規則３・平３０規則３６・一改） 

（開設許可の更新申請） 

第５１条の２５の２ 法第９４条の２第１項の規定による許可の更新の申請は、更新申請書

により行わなければならない。 
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（平２０規則３・追加、平３０規則３６・平３０規則９２・一改） 

（変更の許可） 

第５１条の２６ 法第９４条第２項の規定による許可の変更の申請は、介護老人保健施設・

介護医療院開設許可事項変更許可申請書（様式第６９号の１０）により行わなければなら

ない。 

（平１９規則４５・追加、平３０規則３６・一改） 

（管理者の承認の申請） 

第５１条の２７ 法第９５条第１項及び第２項の承認の申請は、介護老人保健施設・介護医

療院管理者承認申請書（様式第６９号の１１）により行わなければならない。 

（平１９規則４５・追加、平３０規則３６・一改） 

（広告事項に係る許可の申請） 

第５１条の２８ 法第９８条第１項第４号の許可の申請は、介護老人保健施設・介護医療院

広告事項許可申請書（様式第６９号の１２）により行わなければならない。 

（平１９規則４５・追加、平３０規則３６・一改） 

（変更の届出等） 

第５１条の２９ 介護老人保健施設の開設者は、その指定に係る施設介護サービス費の請求

に関する事項に変更があったときは、当該請求を行うまでに、その旨を市長に届け出なけ

ればならない。 

２ 前項及び法第９９条の規定による届出は、変更届出書（様式第６９号の３）（事業の廃

止、休止又は再開に係るものにあっては、廃止・休止・再開届出書（様式第６９号の４））

により行わなければならない。 

（平１９規則４５・追加、平３０規則３６・平３０規則９２・一改） 

（都道府県等への施設情報の提供） 

第５１条の３０ 市長は、第５１条の２５から前条までの規定による許可、承認又は届出の

受理（以下この条において「許可等」という。）をしたときは、大阪府、国保連その他の

機関に対して、当該許可等に係る施設に関する情報のうち、次に掲げる事項を提供するこ

とができる。 

(1) 施設の名称及び所在地 

(2) 当該施設の許可の申請者及び主たる事務所の所在地並びに代表者の氏名及び住所 

(3) 許可年月日 

(4) 事業開始年月日 
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(5) 運営規程 

(6) 介護保険事業所番号 

(7) 管理者の氏名、生年月日及び住所 

(8) 法第１８条の規定による介護給付等の請求に係る体制等 

（平１９規則４５・追加、平２４規則３４・一改、平３０規則３６・旧第５１条の

３１一改・繰上、平３０規則９２・一改） 

（公示） 

第５１条の３１ 法第１０４条の２の規定による公示は、同条各号の措置に係る施設に関す

る次に掲げる事項について行うものとする。 

(1) 介護保険事業所番号 

(2) 介護老人保健施設の名称及び所在地 

(3) 当該施設の許可の申請者及び主たる事務所の所在地並びに代表者の氏名 

(4) 許可又は許可の取消しの年月日 

(5) サービスの種類 

（平１９規則４５・追加、平２４規則３４・一改、平３０規則３６・旧第５１条の

３２一改・繰上） 

（許可申請時等の添付書類） 

第５１条の３２ 市長は、第５１条の２５第１項及び第５１条の２６の申請書並びに第５１

条の２９第２項の届出書に、省令に定めるもののほか、次に掲げる書類を添付させること

ができる。 

(1) 介護老人保健施設許可申請等に係る個人情報の提供に係る同意書 

(2) 介護老人保健施設許可に係る調査の同意書 

(3) 当該申請書等に係る事業についての施設介護サービス費の請求に関する事項を記載

した書類 

(4) 前３号に掲げるもののほか、市長が認める参考となる書類 

（平１９規則４５・追加、平３０規則３６・旧第５１条の３３繰上、平３０規則９

２・一改） 

（介護医療院の開設許可の申請） 

第５１条の３３ 法第１０７条第１項の許可の申請は、指定等申請書により行わなければな

らない。 

２ 法第１０７条第１項の許可を受けた者は、その旨を当該許可に係る施設の見やすい場所
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に標示しなければならない。 

（平３０規則３６・追加） 

（開設許可の更新申請） 

第５１条の３３の２ 法第１０８条第１項の規定による許可の更新の申請は、更新申請書に

より行わなければならない。 

（平３０規則３６・追加） 

（変更の許可） 

第５１条の３４ 法第１０７条第２項の規定による許可の変更の申請は、介護老人保健施

設・介護医療院開設許可事項変更許可申請書により行わなければならない。 

（平３０規則３６・追加） 

（管理者の承認の申請） 

第５１条の３５ 法第１０９条第１項及び第２項の承認の申請は、介護老人保健施設・介護

医療院管理者承認申請書により行わなければならない。 

（平３０規則３６・追加） 

（広告事項に係る許可の申請） 

第５１条の３６ 法第１１２条第１項第４号の許可の申請は、介護老人保健施設・介護医療

院広告事項許可申請書により行わなければならない。 

（平３０規則３６・追加） 

（変更の届出等） 

第５１条の３７ 介護医療院の開設者は、当該介護医療院に係る施設介護サービス費の請求

に関する事項に変更があったときは、当該請求を行うまでに、その旨を市長に届け出なけ

ればならない。 

２ 前項及び法第１１３条の規定による届出は、変更届出書（様式第６９号の３）（事業の

廃止、休止又は再開に係るものにあっては、廃止・休止・再開届出書（様式第６９号の４））

により行わなければならない。 

（平３０規則３６・追加、平３０規則９２・一改） 

（都道府県等への施設情報の提供） 

第５１条の３８ 市長は、第５１条の３３から前条までの規定による許可、承認又は届出の

受理（以下この条において「許可等」という。）をしたときは、大阪府、国保連その他の

機関に対して、当該許可等に係る施設に関する情報のうち、次に掲げる事項を提供するこ

とができる。 
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(1) 施設の名称及び所在地 

(2) 当該施設の許可の申請者及び主たる事務所の所在地並びに代表者の氏名及び住所 

(3) 許可年月日 

(4) 事業開始年月日 

(5) 運営規程 

(6) 介護保険事業所番号 

(7) 管理者の氏名、生年月日及び住所 

(8) 法第１８条の規定による介護給付等の請求に係る体制等 

（平３０規則３６・追加、平３０規則９２・一改） 

（公示） 

第５１条の３９ 法第１１４条の７の規定による公示は、同条各号の措置に係る施設に関す

る次に掲げる事項について行うものとする。 

(1) 介護保険事業所番号 

(2) 介護医療院の名称及び所在地 

(3) 当該施設の許可の申請者及び主たる事務所の所在地並びに代表者の氏名 

(4) 許可又は許可の取消しの年月日 

(5) サービスの種類 

（平３０規則３６・追加） 

（許可申請等の添付書類） 

第５１条の４０ 市長は、第５１条の３３第１項及び第５１条の３４の申請書並びに第５１

条の３７第２項の届出書に、省令に定めるもののほか、次に掲げる書類を添付させること

ができる。 

(1) 介護医療院許可申請等に係る個人情報の提供に係る同意書 

(2) 介護医療院許可に係る調査の同意書 

(3) 当該申請書等に係る事業についての施設介護サービス費の請求に関する事項を記載

した書類 

(4) 前３号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

（平３０規則３６・追加、平３０規則９２・一改） 

第７章 保険料等 

（平１８規則７６・旧第５章繰下） 

（普通徴収に係る納期限の特例） 
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第５２条 条例第１１条第１項の納期限が民法（明治２９年法律第８９号）第１４２条に規

定する休日又は土曜日に当たるときは、同項の規定にかかわらず、これらの日の翌日（翌

日が休日に該当するときは、その翌日とする。）をその納期限とする。 

（平３１規則３５・一改） 

（普通徴収の特例に係る保険料の額） 

第５３条 条例第１３条第１項の市長が定める額は、前年度の保険料の額を当該年度の保険

料に係る納期の数で除して得た額から１００円未満の端数を切り捨てた額とする。 

２ 前項の場合において、第１号被保険者が前年度の保険料が賦課されていないときは、前

年度の保険料の額は、当該第１号被保険者が前年度の４月１日において第１号被保険者で

あったとした場合における保険料の額とし、当該年度の当該保険料に係る納期の数は、１

２とする。 

（普通徴収に係る仮徴収額の修正） 

第５４条 条例第１４条第１項の規定による保険料の額の修正の申出は、堺市介護保険料額

修正申請書（様式第７０号）により行わなければならない。 

２ 市長は、前項の申出を受けた場合は、速やかにその内容を審査し、修正することが適当

と認めるときは、堺市介護保険料納入通知書（保険料額変更通知書）兼特別徴収額変更通

知書・特別徴収中止通知書（様式第７１号）により申請者に通知するものとする。 

３ 市長は、前項の規定による審査を行った結果、修正の理由がないと認めるときは、堺市

介護保険料修正申請却下通知書（様式第７２号）により申請者に通知するものとする。 

（平１７規則３５・一改） 

（普通徴収に係る納入通知等） 

第５５条 市長は、条例第１５条第１項前段の規定により普通徴収に係る保険料額を第１号

被保険者に通知するときは、堺市介護保険料（暫定保険料）納入通知書（様式第７３号（甲）

（乙））若しくは堺市介護保険料（確定保険料）納入通知書（様式第７４号（甲）（乙））

又は堺市介護保険料納入通知書（保険料額決定通知書）兼特別徴収開始通知書（様式第７

５号）により行うものとする。この場合において、堺市介護保険料納入通知書（保険料額

決定通知書）兼特別徴収開始通知書により通知する第１号被保険者が普通徴収の方法によ

り介護保険料を納入すべきとされる者であるときは、堺市介護保険料納入通知書兼領収証

書（様式第７６号）により、併せて通知する。 

２ 市長は、条例第１５条第１項後段の規定により普通徴収に係る保険料額を第１号被保険

者に通知するときは、堺市介護保険料納入通知書（保険料額変更通知書）兼特別徴収額変
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更通知書・特別徴収中止通知書により行うものとする。 

３ 条例第１５条第２項の規定による保険料の督促は、堺市介護保険料督促状兼領収証書

（様式第７７号）又は堺市介護保険料督促状（様式第７７号の２）により行うものとする。 

（平１７規則３５・平２７規則５０・平３１規則３５・一改） 

（延滞金の免除） 

第５５条の２ 条例第１６条第３項の特別の理由とは、条例第１７条第１項各号のいずれか

に該当することにより延滞金の納付ができないことをいう。 

２ 条例第１６条第３項の規定により延滞金の全部又は一部の免除を受けようとする者は、

堺市介護保険料延滞金免除申請書（様式第７８号）に市長が必要と認める書類を添付して

提出しなければならない。ただし、市長が特にその必要がないと認めるときは、当該添付

書類の全部又は一部を省略することができる。 

（平１７規則３５・追加） 

（保険料の徴収猶予） 

第５６条 条例第１７条第２項の規定により保険料の徴収猶予を申請しようとする者は、堺

市介護保険料徴収猶予申請書（様式第７９号）に次の各号に掲げる区分に応じて当該各号

に定める書類を添付して市長に提出しなければならない。ただし、市長において添付書類

の提出の必要がないと認めるときは、この限りでない。 

(1) 条例第１７条第１項第１号の規定に該当する場合 罹災証明書その他市長が必要と

認める書類 

(2) 条例第１７条第１項第２号、第３号及び第４号のいずれかに該当する場合 世帯の

主たる生計維持者（以下「生計中心者」という。）の収入が減少した理由書、現在の所

得が証明できる書類、収入等に係る調査の同意書（様式第７９号の２）その他市長が必

要と認める書類 

(3) 条例第１７条第１項第５号の規定に該当する場合 同号に規定する保険給付の制限

を受ける施設に拘禁されていることを証する書面及び収入等に係る調査の同意書 

(4) 条例第１７条第１項第６号の規定に該当する場合 収入・資産等申告書、収入等に

係る調査の同意書、現在の収入が証明できる書類その他市長が必要と認める書類 

２ 市長は、前項の申請書が提出されたときは、速やかに承認又は却下の決定をし、その旨

を堺市介護保険料徴収猶予決定通知書（様式第８０号）により申請者に通知するものとす

る。 

３ 第１項第１号の規定により保険料の徴収猶予を受けた者が、年度を越えて保険料の徴収
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猶予を受けようとするときは、新年度の初めに改めて第１項の申請書を市長に提出しなけ

ればならない。 

４ 市長は、徴収猶予の理由がなくなったと認めるときは、徴収猶予の決定を取り消し、そ

の旨を堺市介護保険料徴収猶予取消通知書（様式第８１号）により当該徴収猶予の決定を

受けていた者に通知するものとする。 

（平１３規則６２・平１７規則３５・平１８規則７６・平３０規則３６・一改） 

（保険料の減免） 

第５７条 条例第１８条第２項の規定により保険料の減額又は免除（以下「減免」という。）

を申請しようとする者は、別表第２に規定する特例減免の期間内に堺市介護保険料減免申

請書（様式第８２号）に次の各号に掲げる区分に応じて当該各号に定める書類を添付して

市長に提出しなければならない。ただし、市長において添付書類の提出の必要がないと認

めるとき、又は当該期間内に提出できないことについてやむを得ない理由があると認める

ときは、当該添付書類を省略し、又は当該期間を超えて申請することができる。 

(1) 条例第１７条第１項第１号の規定に該当することにより保険料を減免する場合 罹

災証明書その他市長が必要と認める書類 

(2) 条例第１７条第１項第２号、第３号及び第４号のいずれかに該当することにより保

険料を減免する場合 生計中心者の収入が減少した理由書、収入等に係る調査の同意書、

現在の所得が証明できる書類その他市長が必要と認める書類 

(3) 条例第１７条第１項第５号の規定に該当することにより保険料を減免する場合 同

号に規定する保険給付の制限を受ける施設に拘禁されていることを証する書面及び収

入等に係る調査の同意書 

(4) 条例第１７条第１項第６号の規定に該当することにより保険料を減免する場合 収

入・資産等申告書、収入等に係る調査の同意書、現在の収入が証明できる書類その他市

長が必要と認める書類 

２ 市長は、前項の規定による申請を受けた場合は、速やかにその内容を審査し、減免する

ことが適当と認めるときは、別表第２に定める基準により減免の額を決定し、その旨を堺

市介護保険料減免決定・却下通知書（様式第８３号）により申請者に通知するものとする。 

３ 市長は、前項の規定による審査を行った結果、減免の理由がないと認めるときは、堺市

介護保険料減免決定・却下通知書により申請者に通知するものとする。 

４ 条例第１８条第１項の規定により保険料を減免する場合におけるその期間は、別表第２

に定めるとおりとする。 
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５ 条例第１７条第１項第６号の規定により保険料の減免を受けた者に係るその翌年度に

おける保険料については、その額が確定するまでの間は、当該減免後の保険料の額により

仮徴収するものとする。 

６ 市長は、条例第１７条第１項第１号に該当することにより保険料を減免する場合におい

て、損害の発生した日の属する月の翌月以降の納期に係る保険料を既に収納している場合

であっても、特に必要があると認めるときは、当該収納済み保険料について減免すること

がある。 

７ 条例第１７条第１項第１号又は第５号の規定により保険料の減免を受けた者が、年度を

越えて保険料の減免を受けようとするときは、新年度の初めに改めて第１項の申請書を市

長に提出しなければならない。 

８ 条例第１８条第３項の規定による届出は、堺市介護保険料減免理由消滅届出書（様式第

８４号）により行わなければならない。 

９ 市長は、前項の届出があったとき、又は届出がない場合であっても減免の理由がなくな

ったと認めるときは、減免の決定を取り消し、その旨を堺市介護保険料減免取消通知書（様

式第８５号）により第２項の申請者に通知するものとする。 

（平１３規則６２・平１７規則３５・平１８規則７６・平３０規則３６・平３１規

則３５・一改） 

（特別徴収開始の通知） 

第５８条 法第１３６条第１項の規定による特別徴収義務者への通知は所定の磁気媒体に

より、同項の規定による特別徴収対象被保険者への通知は堺市介護保険料（暫定保険料）

納入通知書（様式第７３号（乙）（丙））若しくは堺市介護保険料（確定保険料）納入通

知書（様式第７４号（乙）（丙））又は堺市介護保険料納入通知書（保険料額決定通知書）

兼特別徴収開始通知書により行うものとする。 

（平１７規則３５・平１９規則４５・平２５規則６３・一改） 

（被保険者異動等による特別徴収の中止） 

第５９条 法第１３８条第１項の規定による特別徴収義務者への通知は所定の磁気媒体に

より、同項の規定による特別徴収対象被保険者への通知は堺市介護保険料納入通知書（保

険料額変更通知書）兼特別徴収額変更通知書・特別徴収中止通知書により行うものとする。 

（平１７規則３５・一改） 

（年金保険者による特別徴収の中止） 

第６０条 市長は、法第１３９条第１項の規定により普通徴収の方法により保険料を徴収し
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ようとするときは、堺市介護保険料納入通知書（保険料額変更通知書）兼特別徴収額変更

通知書・特別徴収中止通知書により徴収の対象となる第１号被保険者に通知するものとす

る。 

（平１７規則３５・一改） 

（特別徴収に係る過誤納金の還付又は充当） 

第６１条 市長は、法第１３９条第２項の規定により過誤納額を還付しようとするときは、

堺市介護保険料還付（充当）通知書（様式第８７号）により当該額を納付した第１号被保

険者に通知するものとする。 

２ 市長は、前項の場合において、省令第１５６条第１項に規定する過誤納額からの控除額

があるときは、堺市介護保険料還付（充当）通知書により当該額を納入した特別徴収義務

者に通知するものとする。 

３ 市長は、省令第１５７条の規定により過誤納額を同項に規定する未納保険料等に充当す

るときは、堺市介護保険料充当通知書（様式第８８号）により当該額を納付した第１号被

保険者に通知するものとする。 

（平１７規則３５・一改） 

（特別徴収額の変更通知） 

第６２条 省令第１５８条第３項の規定による特別徴収義務者への通知は所定の磁気媒体

により、同条第４項において準用する省令第１４８条の規定による特別徴収対象被保険者

への通知は堺市介護保険料納入通知書（保険料額変更通知書）兼特別徴収額変更通知書・

特別徴収中止通知書により行うものとする。 

（平１７規則３５・平３１規則３５・一改） 

（保険料の納付証明等） 

第６３条 市長は、毎年１月末までに前年の１月から１２月までの間に普通徴収に係る保険

料を納付した第１号被保険者に対し、当該被保険者が納付した保険料の額を堺市介護保険

料納付証明書（様式第８９号。以下「納付証明書」という。）により通知するものとする。 

２ 第１号被保険者は、前項の納付証明書を破り、汚し、又は失った場合において、再交付

を受けようとするとき、又は前項の規定による通知の前に既納の保険料額を確認しようと

するときは、堺市介護保険料徴収票交付申請書（様式第９０号）により市長に申請しなけ

ればならない。 

３ 市長は、前項の規定による申請があったときは、当該第１号被保険者に対し堺市介護保

険料徴収票（様式第９１号）を交付するものとする。 
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（平１７規則３５・一改） 

第８章 経過措置等 

（平１８規則７６・旧第６章繰下） 

（納入通知書） 

第６４条 条例第２４条第２項の納入通知書は、堺市介護保険過料納入通知書（様式第９２

号）とする。 

（平１７規則３５・平２０規則２２・一改） 

（要介護認定等の有効期間の経過措置） 

第６５条 省令附則第３条第１項の規定により市が定める期間は、次のとおりとする。 

(1) 平成１２年４月１日までに要介護認定又は要支援認定がなされた者に係る期間は、

次の区分による。 

ア 誕生月が１月又は７月の者 ３月間 

イ 誕生月が２月又は８月の者 ４月間 

ウ 誕生月が３月又は９月の者 ５月間 

エ 誕生月が４月又は１０月の者 ６月間 

オ 誕生月が５月又は１１月の者 ７月間 

カ 誕生月が６月又は１２月の者 ８月間 

(2) 平成１２年４月２日から平成１２年４月３０日までに要介護認定又は要支援認定が

なされた者に係る期間は、次の区分による。 

ア 誕生月が１月から４月までの者 ６月間 

イ 誕生月が５月から８月までの者 ７月間 

ウ 誕生月が９月から１２月までの者 ８月間 

(3) 平成１２年５月１日以後に要介護認定又は要支援認定がなされた者に係る期間は、

６月間とする。 

（特別養護老人ホームの旧措置入所者に関する経過措置） 

第６６条 要介護旧措置入所者（施行法第１３条第３項に規定する要介護旧措置入所者をい

う。以下同じ。）は、施行法第１３条第１項の規定により特定入所者介護サービス費の支

給を受けるため省令第１７２条の２において準用する省令第８３条の５第１項の認定を

受けようとするときは堺市介護保険特定負担限度額認定申請書（特別養護老人ホームの要

介護旧措置入所者に関する認定申請）（様式第９３号）により、施行法第１３条第３項の

規定により特定入所者介護サービス費の支給を受けるため同項に規定する旧措置入所者
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の所得の区分及び割合に係る平成１７年厚生労働省告示第４０９号の表２の項又は３の

項に規定する市町村民税世帯非課税者に係る利用者負担額の減額又は免除の認定を受け

ようとするときは堺市介護保険利用者負担額減額・免除等申請書（特別養護老人ホームの

要介護旧措置入所者に関する認定申請）（様式第９４号）により行わなければならない。 

２ 市長は、前項の規定による申請の結果は、堺市介護保険特定負担限度額認定、利用者負

担額減額・免除決定通知書（特別養護老人ホームの要介護旧措置入所者に関する認定申請）

（様式第９５号）により申請者に通知するものとする。 

３ 市長は、様式第９３号に係る申請に対する認定を行ったときは省令第１７２条の２にお

いて準用する省令第８３条の６第４項に規定する介護保険特定負担限度額認定証（特別養

護老人ホームの要介護旧措置入所者に関する認定証）を、様式第９４号に係る申請に対す

る確認をしたときは堺市介護保険利用者負担額減額・免除認定証（特別養護老人ホームの

要介護旧措置入所者に関する認定証）（様式第９６号）を当該申請者に交付するものとす

る。 

４ 要介護被保険者は、前項の認定証の交付を受けた場合において、省令第１７２条の２に

おいて準用する省令第８３条の８の規定による特定入所者介護サービス費の支給を受け

ようとするときは、堺市介護保険特定入所者介護（介護予防）サービス費支給申請書（償

還払）により行わなければならない。 

（平１７規則１３４・全改、平２７規則５０・平３１規則３５・一改） 

第９章 雑則 

（平１８規則７６・旧第７章繰下） 

（滞納処分における徴収職員証の携帯等） 

第６７条 保険料その他の徴収金に係る国税徴収法（昭和３４年法律第１４７号）第１４１

条に基づく質問若しくは検査をする場合又は滞納処分を行う場合においては、徴収職員証

（様式第９７号）を携帯し、関係人の請求があったときは、これを提示しなければならな

い。 

（平２５規則１５７・追加、平３１規則３５・一改） 

（委任） 

第６８条 この規則の施行について必要な事項は、所管部長が定める。 

（平２５規則１５７・旧第６７条繰下） 

附 則 

（施行期日） 
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１ この規則は、平成１２年４月１日から施行する。 

（堺市介護認定審査会条例施行規則の廃止） 

２ 堺市介護認定審査会条例施行規則（平成１１年規則第８３号）は、廃止する。 

（美原町の編入に伴う経過措置） 

３ 美原町の編入に伴い、平成１７年２月１日から平成１７年３月３１日までの間は、第１

７条の規定にかかわらず、美原支所に設置する介護認定審査部会の委員定数については、

９人以内とする。 

（平１６規則９６・追加） 

４ 美原町の編入日前に、旧美原町介護保険の実施に関する規則（平成１３年美原町規則第

２２号）及びこれに基づく規程の規定によりなされた申請、届出、決定その他の行為は、

この規則の相当規定によりなされたものとみなす。 

（平１７規則３５・追加） 

（東日本大震災の被災者等に関する特例） 

５ 東日本大震災に対処するための特別の財政援助及び助成に関する法律（平成２３年法律

第４０号）第２条に規定する東日本大震災によって被災した者（次項において「震災被災

者」という。）に係る条例第７条の規則で定める割合及び条例第９条の規則で定める割合

その他災害等による利用者負担の減免に関する事項については、第４２条の規定にかかわ

らず、市長が別に定める。 

（平２３規則７２・追加） 

６ 震災被災者に係る保険料の減免に関する事項については、第５７条の規定にかかわらず、

市長が別に定める。 

（平２３規則７２・追加） 

（新型コロナウイルス感染症に関する保険料の減免に係る特例） 

７ 新型コロナウイルス感染症（病原体がベータコロナウイルス属のコロナウイルス（令和

２年１月に、中華人民共和国から世界保健機関に対して、人に伝染する能力を有すること

が新たに報告されたものに限る。）である感染症をいう。）の影響により収入が減少した

こと等による第１号被保険者に係る保険料の減免に関する事項については、第５７条及び

別表第２の規定にかかわらず、市長が別に定める。 

（令２規則５６・追加、令３規則７・一改） 

附 則（平成１３年３月２９日規則第１６号） 

この規則は、平成１３年４月１日から施行する。 
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附 則（平成１３年９月２８日規則第６２号） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成１３年１０月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則による改正後の第５７条第１項第４号の規定は、前項に規定する日以後引き続

き同号の規定に該当している者であって平成１４年３月３１日までの間に同項の規定に

よる申請をしたものについては、平成１３年１０月中に当該申請があったものとみなし、

これを適用する。 

附 則（平成１４年３月２０日規則第１０号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成１５年３月３１日規則第４８号） 

この規則は、平成１５年４月１日から施行する。 

附 則（平成１５年８月２６日規則第７７号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成１５年１０月３０日規則第９２号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成１６年３月３１日規則第５３号） 

この規則は、平成１６年４月１日から施行する。 

附 則（平成１６年１２月２８日規則第９６号） 

この規則は、平成１７年１月１日から施行する。 

附 則（平成１７年１月３１日規則第３５号） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成１７年２月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際、現にこの規則による改正前の堺市介護保険施行規則の様式に関す

る規定に基づき作成され、使用されている申請書等については、改正後の堺市介護保険施

行規則の様式に関する規定に基づき作成され、使用されている申請書等とみなす。 

附 則（平成１７年３月３１日規則第９０号） 

この規則は、平成１７年４月１日から施行する。 

附 則（平成１７年９月３０日規則第１３４号） 

（施行期日） 



44/208 

１ この規則は、平成１７年１０月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際、現に改正前の堺市介護保険施行規則（以下「旧規則」という。）

第７条に基づき交付されている被保険者証の有効期間は、平成１８年３月３１日までとす

る。 

３ この規則の施行前に旧規則第４０条又は第６６条に該当するとして標準負担額の減額

又は特定標準負担額の減額の認定を受けている者に係る当該減額の取扱いについては、平

成１９年１１月３０日までの間は、なお従前の例による。 

４ この規則の施行の際、現に旧規則の様式に関する規定により作成され、使用されている

申請書等については、改正後の堺市介護保険施行規則の様式に関する規定により作成され、

使用されている申請書等とみなす。 

附 則（平成１８年３月３１日規則第７６号） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成１８年４月１日から施行する。ただし、附則第３項の規定は、公布の

日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際、現にこの規則による改正前の堺市介護保険施行規則の様式に関す

る規定に基づき作成され、使用されている申請書等については、改正後の堺市介護保険施

行規則の様式に関する規定に基づき作成され、使用されている申請書等とみなす。 

３ この規則の施行日前においても、指定地域密着型サービス事業所、指定地域密着型介護

予防サービス事業所及び指定介護予防支援事業所の指定等に関し必要な手続を行うこと

ができる。 

附 則（平成１８年１２月１２日規則第１６４号） 

この規則は、公布の日から施行し、改正後の別表第２の(1)の項及び(2)の項の規定は、平

成１８年４月１日から適用する。 

附 則（平成１９年３月３０日規則第４５号） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成１９年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際、改正前の堺市介護保険法施行規則の様式に関する規定により作成

され、現に保管されている帳票については、当分の間、改正後の堺市介護保険施行規則の
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様式に関する規定による帳票とみなして使用できるものとする。 

附 則（平成１９年９月２７日規則第９１号） 

この規則は、平成１９年１０月１日から施行する。 

附 則（平成２０年１月３０日規則第３号） 

この規則は、平成２０年２月１日から施行する。 

附 則（平成２０年３月２８日規則第２２号） 

この規則は、平成２０年４月１日から施行する。 

附 則（平成２１年３月３１日規則第５２号） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成２１年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際、改正前の堺市介護保険施行規則の様式に関する規定により作成さ

れ、現に保管されている帳票については、当分の間、改正後の堺市介護保険施行規則の様

式に関する規定による帳票とみなして使用することができる。 

附 則（平成２１年７月３１日規則第８１号） 

この規則は、平成２１年８月１日から施行する。 

附 則（平成２２年３月１０日規則第６号） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成２２年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際、改正前の堺市介護保険施行規則の様式に関する規定により作成さ

れ、現に保管されている帳票については、当分の間、改正後の堺市介護保険施行規則の様

式に関する規定による帳票とみなして使用することができる。 

附 則（平成２３年３月２８日規則第１４号） 

この規則は、平成２３年４月１日から施行する。 

附 則（平成２３年６月３０日規則第７２号） 

この規則は、公布の日から施行し、改正後の堺市介護保険施行規則附則第５項及び第６項

の規定は、平成２３年３月１１日から適用する。 

附 則（平成２４年３月２８日規則第３４号） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成２４年４月１日から施行する。 
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（適用区分） 

２ この規則による改正後の別表第２の規定は、平成２４年度以後の年度分の保険料につい

て適用し、平成２３年度以前の年度分の保険料については、なお従前の例による。 

（経過措置） 

３ この規則の施行の際、改正前の堺市介護保険施行規則の様式に関する規定により作成さ

れ、現に保管されている帳票については、当分の間、改正後の堺市介護保険施行規則の様

式に関する規定による帳票とみなして使用することができる。 

附 則（平成２４年７月５日規則第９４号） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成２４年７月９日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際、改正前の堺市介護保険施行規則の様式に関する規定により作成さ

れ、現に保管されている帳票については、当分の間、改正後の堺市介護保険施行規則の様

式に関する規定による帳票とみなして使用することができる。 

附 則（平成２５年３月２７日規則第６３号） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成２５年４月１日から施行する。ただし、様式第７７号の改正規定は同

年５月１日から、第５８条、様式目次並びに様式第７３号（甲）から様式第７３号（丙）

まで、様式第７４号（甲）から様式第７４号（丙）まで及び様式第８６号（甲）から様式

第８６号（己）までの改正規定は、同年７月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際、改正前の堺市介護保険施行規則の様式に関する規定により作成さ

れ、現に保管されている帳票については、当分の間、改正後の堺市介護保険施行規則の様

式に関する規定による帳票とみなして使用することができる。 

附 則（平成２５年１２月１９日規則第１５７号） 

この規則は、平成２６年１月１日から施行する。 

附 則（平成２６年２月２７日規則第６号） 

（施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際、改正前の堺市介護保険施行規則の様式に関する規定により作成さ
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れ、現に保管されている帳票については、当分の間、改正後の堺市介護保険施行規則の様

式に関する規定による帳票とみなして使用することができる。 

附 則（平成２６年９月３０日規則第８３号） 

この規則は、平成２６年１０月１日から施行する。 

附 則（平成２７年３月３１日規則第５０号） 

（施行期日） 

１ この規則中第１条の規定は平成２７年４月１日から、第２条の規定は同年８月１日から

施行する。 

（適用区分） 

２ この規則による改正後の別表第２の規定は、平成２７年度以後の年度分の保険料につい

て適用し、平成２６年度以前の年度分の保険料については、なお従前の例による。 

（経過措置） 

３ この規則の施行の際、改正前の堺市介護保険施行規則の様式に関する規定により作成さ

れ、現に保管されている帳票については、当分の間、適宜修正の上、改正後の堺市介護保

険施行規則の様式に関する規定による帳票とみなして使用できるものとする。 

（施行前の準備行為） 

４ この規則中第２条の規定の施行日以後の高額介護サービス費の支給及び特定入所者の

負担限度額の認定に関し必要な手続その他の行為については、同条の規定の施行前におい

ても、同条の規定による改正後の堺市介護保険施行規則の規定の例により行うことができ

る。 

附 則（平成２７年４月２２日規則第７５号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成２７年８月２０日規則第１０２号） 

この規則は、公布の日から施行し、改正後の別表第２の規定は、平成２７年４月１日から

適用する。 

附 則（平成２７年１２月２５日規則第１２９号） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成２８年１月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際、改正前の堺市介護保険施行規則の様式に関する規定により作成さ

れ、現に保管されている帳票については、当分の間、適宜修正の上、改正後の堺市介護保
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険施行規則の様式に関する規定による帳票とみなして使用できるものとする。 

附 則（平成２８年３月３１日規則第６２号） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成２８年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際、改正前の堺市介護保険施行規則の様式に関する規定により作成さ

れ、現に保管されている帳票については、当分の間、適宜修正の上、改正後の堺市介護保

険施行規則の様式に関する規定による帳票とみなして使用できるものとする。 

附 則（平成２８年５月２０日規則第６７号） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成２８年８月１日から施行する。 

（施行前の準備行為） 

２ この規則の施行日以後の特定入所者の負担限度額の認定に関し必要な手続その他の行

為については、この規則の施行前においても、この規則による改正後の様式第５４号の規

定の例により行うことができる。 

附 則（平成２９年３月３１日規則第５９号） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成２９年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際、改正前の堺市介護保険施行規則の様式に関する規定により作成さ

れ、現に保管されている帳票については、当分の間、適宜修正の上、改正後の堺市介護保

険施行規則の様式に関する規定による帳票とみなして使用できるものとする。 

附 則（平成３０年３月３０日規則第３６号） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成３０年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 平成３０年４月１日から同年９月３０日までの間に堺市介護保険条例（平成１２年条例

第１６号）第１８条第１項の規定による減免をする場合（同条例第１７条第１項第１号又

は第６号の規定に該当する場合に限る。）におけるこの規則による改正後の別表第２の規

定の適用については、同表中「申請日の属する」とあるのは「減免事由の発生した」とす

る。 



49/208 

３ この規則の施行の際、この規則による改正前の堺市介護保険施行規則の様式に関する規

定により作成され、現に保管されている帳票については、当分の間、適宜修正の上、この

規則による改正後の堺市介護保険施行規則の様式に関する規定による帳票とみなして使

用できるものとする。 

附 則（平成３０年９月２８日規則第９２号） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成３０年１０月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際、改正前の堺市介護保険施行規則の様式に関する規定により作成さ

れ、現に保管されている帳票については、当分の間、適宜修正の上、改正後の堺市介護保

険施行規則の様式に関する規定による帳票とみなして使用できるものとする。 

附 則（平成３１年３月２９日規則第３５号） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成３１年４月１日から施行する。 

（適用区分） 

２ この規則による改正後の堺市介護保険施行規則（次項において「新規則」という。）別

表第１及び別表第２の規定は、この規則の施行の日以後に生じた災害等に係る減免につい

て適用し、同日前に生じた災害等に係る減免については、なお従前の例による。 

（経過措置） 

３ この規則の施行の際、改正前の堺市介護保険施行規則の様式に関する規定により作成さ

れ、現に保管されている帳票については、当分の間、適宜修正の上、新規則の様式に関す

る規定による帳票とみなして使用できるものとする。 

附 則（令和元年５月２７日規則第４０号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（令和２年３月３１日規則第４２号） 

（施行期日） 

１ この規則は、令和２年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際、改正前の堺市介護保険施行規則の様式に関する規定により作成さ

れ、現に保管されている帳票については、当分の間、適宜修正の上、改正後の堺市介護保

険施行規則の様式に関する規定による帳票とみなして使用できるものとする。 
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附 則（令和２年６月５日規則第５６号） 

この規則は、公布の日から施行し、この規則による改正後の附則第７項の規定は、令和２

年２月１日から適用する。 

附 則（令和２年１０月３０日規則第９６号） 

（施行期日） 

１ この規則は、令和２年１１月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際、この規則による改正前の各規則の様式に関する規定により作成さ

れ、現に保管されている帳票については、当分の間、この規則による改正後の各規則の様

式に関する規定による帳票とみなして使用することができる。 

附 則（令和３年２月１２日規則第７号） 

この規則は、新型インフルエンザ等対策特別措置法等の一部を改正する法律（令和３年法

律第５号）の施行の日から施行する。 

附 則（令和３年３月３０日規則第２８号） 

（施行期日） 

１ この規則は、令和３年４月１日から施行する。 

（適用区分） 

２ この規則による改正後の堺市介護保険施行規則（以下「新規則」という。）別表第１の

規定は、この規則の施行の日（以下「施行日」という。）以後に申請がなされた利用者負

担の減免について適用し、同日前に申請がなされた当該減免については、なお従前の例に

よる。 

（経過措置） 

３ この規則の施行の際、現にこの規則による改正前の別表第１の(2)の項の規定の適用を

受けている者については、施行日から令和３年７月３１日までの間は、新規則別表第１の

注書の規定は、適用しない。 

４ この規則の施行の際、この規則による改正前の堺市介護保険施行規則の様式に関する規

定により作成され、現に保管されている帳票については、当分の間、適宜修正の上、新規

則の様式に関する規定による帳票とみなして使用することができる。 

別表第１（第４２条関係） 

（平３０規則３６・全改、平３１規則３５・令３規則２８・一改） 

災害等による利用者負担の減免 
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特例適用要件 損害又は収入減の程度 保険給付割合 特例適用期間 

(1) 省令第８３

条第１項第１号

に該当する場合 

住宅、家財又はその他の財産（以下

この表において「重要財産」という。）

を全焼し、又は全壊したとき。 

１００分の１００ 損害の発生した日

の属する月から損

害の発生した日の

１年後の日の属す

る月の前月まで 

重要財産を半焼し、若しくは半壊し

たとき、又は火災等により水損し、

若しくは床上浸水等により損害を受

けたとき。 

１００分の９５ 損害の発生した日

の属する月から損

害の発生した日の

１年後の日の属す

る月の前月まで 

(2) 省令第８３

条第１項第２号

から第４号まで

の規定のいずれ

かに該当する場

合 

生計中心者の申請日の属する月以後

の１年間の合計所得金額（地方税法

（昭和２５年法律第２２６号）第２

９２条第１項第１３号に規定する合

計所得金額をいう。以下「地方税法

上の合計所得金額」という。）の見

込額（収入見込額をもとに算定した

ものとする。次表において同じ。）

が申請日の属する年の前年（申請日

の属する月が１月から７月までの場

合にあっては、前々年）の地方税法

上の合計所得金額の２分の１以下

で、かつ、市民税非課税の範囲内で

あると見込まれる場合で、当該生計

中心者の属する世帯の全世帯員が市

民税非課税であると見込まれると

き。 

１００分の９３ 申請日の属する月

から当該日の１年

後の日の属する月

の前月まで 

注意 この表の(2)の項に掲げる特例適用要件に該当する場合における第４２条第２項の

規定による申請は、同一の事由について１回に限り行うことができるものとする。 

別表第２（第５７条関係） 
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（平３０規則３６・全改、平３１規則３５・令元規則４０・令３規則２８・一改） 

保険料減免基準 

減免理由 損害、収入減等の程度 減免対象者の

保険料区分等 

減免後の保険

料額 

減免の期間 

(1) 条例第１

７条第１項

第１号の規

定に該当す

ることによ

り減免する

場合 

住宅、家財又はその他の財産

（以下この表において「重要

財産」という。）を全焼し、

又は全壊したとき。 

条例第１０条

第２項に規定

する保険料額

の者（生活保

護受給者及び

支援給付を受

けている者を

除く。）、同

条第３項の規

定により読み

替えて準用す

る同条第２項

に規定する保

険料額の者及

び同条第４項

の規定により

読み替えて準

用する同条第

２項に規定す

る保険料額の

者 

免除 損害の発生し

た日の属する

月から損害の

発生した日の

１年後の日の

属する月の前

月まで 

条例第１０条

第１項第４号

から第６号ま

でに規定する

保険料額の者 

条例第１０条

第２項に規定

する保険料額 

条例第１０条 条例第１０条
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第１項第７号

に規定する保

険料額の者 

第３項の規定

により読み替

えて準用する

同条第２項に

規定する保険

料額 

条例第１０条

第１項第８号

に規定する保

険料額の者 

条例第１０条

第４項の規定

により読み替

えて準用する

同条第２項に

規定する保険

料額 

条例第１０条

第１項第９号

に規定する保

険料額の者 

条例第１０条

第１項第４号

に規定する保

険料額 

条例第１０条

第１項第１０

号に規定する

保険料額の者 

条例第１０条

第１項第５号

に規定する保

険料額 

条例第１０条

第１項第１１

号に規定する

保険料額の者 

条例第１０条

第１項第６号

に規定する保

険料額 

条例第１０条

第１項第１２

号に規定する

保険料額の者 

条例第１０条

第１項第７号

に規定する保

険料額 

条例第１０条

第１項第１３

条例第１０条

第１項第８号
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号に規定する

保険料額の者 

に規定する保

険料額 

条例第１０条

第１項第１４

号に規定する

保険料額の者 

条例第１０条

第１項第９号

に規定する保

険料額 

条例第１０条

第１項第１５

号に規定する

保険料額の者 

条例第１０条

第１項第１０

号に規定する

保険料額 

条例第１０条

第１項第１６

号に規定する

保険料額の者 

条例第１０条

第１項第１１

号に規定する

保険料額 

重要財産を半焼し、若しくは

半壊したとき、又は火災等に

より水損し、若しくは床上浸

水等により損害を受けたと

き。 

条例第１０条

第２項に規定

する保険料額

の者（生活保

護受給者及び

支援給付を受

けている者を

除く。）及び

同条第３項の

規定により読

み替えて準用

する同条第２

項に規定する

保険料額の者 

免除 

条例第１０条

第４項の規定

により読み替

条例第１０条

第２項に規定

する保険料額 
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えて準用する

同条第２項に

規定する保険

料額の者及び

同条第１項第

４号に規定す

る保険料額の

者 

条例第１０条

第１項第５号

に規定する保

険料額の者 

条例第１０条

第３項の規定

により読み替

えて準用する

同条第２項に

規定する保険

料額 

条例第１０条

第１項第６号

に規定する保

険料額の者 

条例第１０条

第４項の規定

により読み替

えて準用する

同条第２項に

規定する保険

料額 

条例第１０条

第１項第７号

に規定する保

険料額の者 

条例第１０条

第１項第４号

に規定する保

険料額 

条例第１０条

第１項第８号

に規定する保

険料額の者 

条例第１０条

第１項第５号

に規定する保

険料額 

条例第１０条 条例第１０条
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第１項第９号

に規定する保

険料額の者 

第１項第６号

に規定する保

険料額 

条例第１０条

第１項第１０

号に規定する

保険料額の者 

条例第１０条

第１項第７号

に規定する保

険料額 

条例第１０条

第１項第１１

号に規定する

保険料額の者 

条例第１０条

第１項第８号

に規定する保

険料額 

条例第１０条

第１項第１２

号に規定する

保険料額の者 

条例第１０条

第１項第９号

に規定する保

険料額 

条例第１０条

第１項第１３

号に規定する

保険料額の者 

条例第１０条

第１項第１０

号に規定する

保険料額 

条例第１０条

第１項第１４

号に規定する

保険料額の者 

条例第１０条

第１項第１１

号に規定する

保険料額 

条例第１０条

第１項第１５

号に規定する

保険料額の者 

条例第１０条

第１項第１２

号に規定する

保険料額 

条例第１０条

第１項第１６

号に規定する

保険料額の者 

条例第１０条

第１項第１３

号に規定する

保険料額 
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(2) 条例第１

７条第１項

第２号から

第４号まで

の規定のい

ずれかに該

当すること

により減免

する場合 

生計中心者の申請日の属する

月以後の１年間の地方税法上

の合計所得金額の見込額が申

請日の属する年の前年（申請

日の属する月が１月から３月

までの場合にあっては、前々

年。以下この表において同

じ。）の地方税法上の合計所

得金額の２分の１以下で、か

つ、市民税非課税の範囲内で

あると見込まれる場合で、当

該生計中心者の属する世帯の

全世帯員が市民税非課税で、

かつ、公的年金等収入額と保

険料の賦課基準となっている

合計所得金額（以下「賦課基

準合計所得金額」という。）

との合計額が年額８００，０

００円以下であると見込まれ

るとき。 

当該世帯に属

する全ての第

１号被保険者 

条例第１０条

第２項に規定

する保険料額 

申請日の属す

る月からその

年度の末日ま

で 

生計中心者の申請日の属する

月以後の１年間の地方税法上

の合計所得金額の見込額が申

請日の属する年の前年の地方

税法上の合計所得金額の２分

の１以下で、かつ、市民税非

課税の範囲内であると見込ま

れる場合で、当該生計中心者

の属する世帯の全世帯員が市

民税非課税で、かつ、公的年

金等収入額と賦課基準合計所

条例第１０条

第３項の規定

により読み替

えて準用する

同条第２項に

規定する保険

料額。ただし、

老齢福祉年金

（国民年金法

等の一部を改

正する法律
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得金額との合計額が年額８０

０，０００円を超え、１，２

００，０００円以下であると

見込まれるとき。 

（昭和６０年

法律第３４

号）附則第３

２条第１項の

規定によりな

お従前の例に

よることとさ

れた同法第１

条の規定によ

る改正前の国

民年金法（昭

和３４年法律

第１４１号）

に基づく老齢

福祉年金をい

う。）の受給

者について

は、条例第１

０条第２項に

規定する保険

料額 

生計中心者の申請日の属する

月以後の１年間の地方税法上

の合計所得金額の見込額が申

請日の属する年の前年の地方

税法上の合計所得金額の２分

の１以下で、かつ、市民税非

課税の範囲内であると見込ま

れる場合で、当該生計中心者

の属する世帯の全世帯員が市

民税非課税で、かつ、公的年

条例第１０条

第４項の規定

により読み替

えて準用する

同条第２項に

規定する保険

料額。ただし、

老齢福祉年金

（国民年金法

等の一部を改
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金等収入額と賦課基準合計所

得金額との合計額が年額１，

２００，０００円を超えると

見込まれるとき。 

正する法律

（昭和６０年

法律第３４

号）附則第３

２条第１項の

規定によりな

お従前の例に

よることとさ

れた同法第１

条の規定によ

る改正前の国

民年金法に基

づく老齢福祉

年金をいう。）

の受給者につ

いては、条例

第１０条第２

項に規定する

保険料額 

生計中心者の申請日の属する

月以後の１年間の地方税法上

の合計所得金額の見込額が申

請日の属する年の前年の地方

税法上の合計所得金額の２分

の１以下で、かつ、市民税非

課税の範囲内であると見込ま

れる場合で、当該生計中心者

の属する世帯の世帯員のうち

に市民税が課税されている者

があると見込まれ、かつ、公

的年金等収入額と賦課基準合

生計中心者で

ある第１号被

保険者 

条例第１０条

第１項第４号

に規定する保

険料額 
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計所得金額との合計額が年額

８００，０００円以下である

と見込まれるとき。 

生計中心者の申請日の属する

月以後の１年間の地方税法上

の合計所得金額の見込額が申

請日の属する年の前年の地方

税法上の合計所得金額の２分

の１以下で、かつ、市民税非

課税の範囲内であると見込ま

れる場合で、当該生計中心者

の属する世帯の世帯員のうち

に市民税が課税されている者

があると見込まれ、かつ、公

的年金等収入額と賦課基準合

計所得金額との合計額が年額

８００，０００円を超えると

見込まれるとき。 

条例第１０条

第１項第５号

に規定する保

険料額 

(3) 条例第１

７条第１項

第５号の規

定に該当す

ることによ

り減免する

場合 

 当該規定に該

当することと

なった第１号

被保険者 

免除 法第６３条の

規定による給

付の制限を受

けることとな

った月から当

該制限を受け

ることがなく

なった日の属

する月の前月

の末日まで 

(4) 条例第１

７条第１項

第６号の規

次の全てに該当する場合 

ア 当該規定に該当するこ

ととなった世帯の年間収

全ての第１号

被保険者 

条例第１０条

第２項に規定

する保険料額 

申請日の属す

る月からその

年度の末日ま
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定に該当す

ることによ

り減免する

場合 

入が、次の額以下である

こと。 

１，５００，０００円＋

４０，０００円×（当該

世帯の人数－１）×１２ 

イ 当該世帯に属する第１

号被保険者（以下単に「第

１号被保険者」という。）

本人が、他の世帯に属す

る者の所得税又は市町村

民税において、その扶養

親族となっていないこ

と。 

ウ 第１号被保険者本人

が、他の世帯に属する者

が被保険者となっている

健康保険等の医療保険に

おいて、その被扶養者と

なっていないこと。 

エ 第１号被保険者及びそ

の世帯に属する世帯員が

所有する国債、地方債、

預貯金等の元本の合計額

が次の額以下であるこ

と。 

３，５００，０００円＋

１，０００，０００円×

（当該世帯の人数－１） 

オ 第１号被保険者及びそ

の世帯に属する世帯員

が、居住用以外の処分可

で 
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能な土地又は家屋を所有

していないこと。 

様式目次 

（平１８規則７６・全改、平１９規則４５・平２０規則３・平２０規則２２・平２

１規則５２・平２４規則３４・平２５規則６３・平２５規則１５７・平２７規則５

０・平２７規則１０２・平２８規則６２・平２９規則５９・平３０規則３６・平３

０規則９２・平３１規則３５・一改） 

様式番号 関係条文 名称 

条 項 号 

１ ２     堺市介護保険資格取得・異動・喪失届 

２ ３     堺市介護保険被保険者資格職権処理調査票 

３ ４     堺市介護保険住所地特例適用・変更・終了届 

４ ５     堺市介護保険被保険者証交付申請書 

５ ６     堺市介護保険被保険者証等再交付申請書 

６ ８     堺市介護保険資格者証（介護保険暫定被保険者証） 

７ ９     堺市介護保険他市町村住所地特例対象被保険者連絡票 

８ １０     堺市介護保険住所地特例対象施設変更通知書 

９ １１     堺市介護保険住所地特例対象施設退所通知書 

１０ １２     堺市介護保険住所地特例対象施設入所者名簿 

１１ １３     堺市介護保険住所地特例対象施設入所・退所連絡票 

１２ １５ １   堺市介護保険認定資料開示請求書 

１２号の

２ 

１５ ３   堺市介護保険認定資料非開示請求書 

１２号の

３ 

１５ ４   堺市介護保険認定資料非開示請求解除請求書 

１３ １５ ５   堺市介護保険認定資料不交付理由書 

１４ ２０     堺市介護保険第三者行為による傷病届 

１５ ２１ １   堺市介護保険要介護・要支援認定申請書 

１６ ２１ ２   堺市介護保険要介護・要支援認定申請取下書 

１７    削除 
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１８     削除 

１９ ２３ １   堺市介護保険主治医意見書提出依頼書 

２０    削除 

２１ ２３ ３   堺市介護保険診断命令書 

２２    削除 

２３    削除 

２４    削除 

２５    削除 

２６    削除 

２７    削除 

２８ ２５ １   堺市介護保険要介護認定・要支援認定等結果通知書 

２９ ２５ ２   堺市介護保険要介護認定・要支援認定等却下通知書 

３０ ２５ ３   堺市介護保険要介護認定・要支援認定延期通知書 

３１ ２７     堺市介護保険要介護・要支援状態区分変更通知書 

３２ ２８     堺市介護保険要介護認定・要支援認定取消通知書 

３３ ３０     堺市介護保険受給資格証明書 

３３の２ ３０の２ ２   堺市介護保険転出地受給資格証明書交付申請書 

３４ ３１     堺市介護保険サービス種類指定変更申請書 

３５ ３１ ２   堺市介護保険サービス種類指定結果通知書 

３６ ３２ １   堺市介護保険居宅介護（介護予防）サービス費等支給申請

書（償還払用） 

３７（甲） ３２ ２   堺市介護保険居宅介護（介護予防）サービス費等償還払支

給決定通知書 

３７（乙） ３２ ２   堺市介護保険居宅介護（介護予防）サービス費等償還払不

支給決定通知書 

３８    削除 

３９    削除 

４０    削除 

４１ ３６ １   堺市介護保険居宅介護（介護予防）福祉用具購入費支給申

請書 
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４１の２

（甲） 

３６ ２   堺市介護保険居宅介護（介護予防）福祉用具購入費支給決

定通知書 

４１の２

（乙） 

３６ ２   堺市介護保険居宅介護（介護予防）福祉用具購入費不支給

決定通知書 

４２ ３７ １   堺市介護保険居宅介護（介護予防）住宅改修費支給申請書 

４３ ３７ ２   堺市介護保険居宅介護（介護予防）住宅改修理由書 

４３の２ ３７ ４   堺市介護保険居宅介護（介護予防）住宅改修完了届 

４４（甲） ３７ ５   堺市介護保険居宅介護（介護予防）住宅改修承諾書 

４４（乙） ３７ ５   堺市介護保険居宅介護（介護予防）住宅改修承諾書 

４４の２

（甲） 

３７ ６   堺市介護保険居宅介護（介護予防）住宅改修費支給決定通

知書 

４４の２

（乙） 

３７ ６   堺市介護保険居宅介護（介護予防）住宅改修費不支給決定

通知書 

４５（甲） ３８ １   堺市居宅（介護予防）サービス計画作成・介護予防ケアマ

ネジメント依頼（変更）届出書 

４５（乙） ３８ １   堺市居宅サービス・介護予防サービス計画作成依頼（変更）

届出書 

４６    削除 

４７    削除 

４８    削除 

４９ ４２ ２   堺市介護保険利用者負担額減額・免除申請書 

５０ ４２ ３   堺市介護保険負担限度額認定、利用者負担額減額・免除認

定決定通知書 

５１ ４２ ４   介護保険利用者負担額減額・免除認定証 

５２（甲） ４３ １   堺市介護保険高額介護（介護予防）サービス費支給申請書 

５２（乙） ４３ １  堺市介護保険高額介護（介護予防）サービス費支給申請書 

５２の２ ４３ ２  堺市介護保険基準収入額適用申請書 

５２の３ ４３ ３  堺市介護保険基準収入額適用申請決定通知書 

５３（甲） ４３ ４   堺市介護保険高額介護（介護予防）サービス費支給決定通

知書 
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５３（乙） ４３ ４   堺市介護保険高額介護（介護予防）サービス費不支給決定

通知書 

５３の２ ４３ ５  堺市介護保険高額医療合算介護（介護予防）サービス費支

給申請書兼自己負担額証明書交付申請書 

５３の３ ４３ ６   堺市介護保険自己負担額証明書 

５３の４ ４３ ７   堺市介護保険高額医療合算介護（介護予防）サービス費支

給（不支給）決定通知書 

５４ ４３の２ １   堺市介護保険負担限度額認定申請書 

５４の２ ４３の２ １   市町村民税課税層における食費・居住費の特例減額措置に

係る資産等申告書 

５４の３ ４３の２ ２  同意書 

５４の４ ４３の２ ５  堺市介護保険特定入所者介護（介護予防）サービス費支給

申請書（償還払） 

５５ ４６ １   堺市介護保険給付支払方法変更予告通知書 

５６ ４６ ２   堺市介護保険給付制限弁明書 

５７ ４６ ２   堺市介護保険給付支払方法変更通知書 

５８ ４７ １   堺市介護保険支払方法変更終了申請書 

５９ ４７ ２   堺市介護保険支払方法変更等解除通知書 

６０ ４８     堺市介護保険給付支払一時差止処分決定通知書 

６１ ４９     堺市介護保険滞納保険料控除決定通知書 

６２ ５０ １   堺市介護保険要介護認定等申請受理通知書 

６３ ５０ ２   堺市介護保険給付支払一時差止等依頼書 

６４ ５０ ２   堺市介護保険給付支払一時差止等措置終了依頼書 

６５ ５０ ３   堺市介護保険給付支払一時差止等予告通知書 

６６ ５０ ４   堺市介護保険給付支払一時差止等処分決定通知書 

６７ ５１ １   堺市介護保険給付額減額通知書 

６８ ５１ ２   堺市介護保険給付額減額免除申請書 

６９ ５１ ３   堺市介護保険給付額減額免除申請結果通知書 

６９の２ ５１の２ １  指定地域密着型サービス事業所指定・指定地域密着型介護

予防サービス事業所指定・指定居宅サービス事業所指定・
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指定介護予防サービス事業所指定・指定居宅介護支援事業

者指定・指定介護老人福祉施設指定・介護老人保健施設開

設許可・介護医療院開設許可申請書 

６９の２

の２ 

５１の２

の２ 

  指定地域密着型サービス事業所指定・指定地域密着型介護

予防サービス事業所指定・指定居宅サービス事業所指定・

指定介護予防サービス事業所指定・指定居宅介護支援事業

者指定・指定介護老人福祉施設指定・介護老人保健施設開

設許可・介護医療院開設許可更新申請書 

６９の３ ５１の３     変更届出書 

６９の４ ５１の３     廃止・休止・再開届出書 

６９の５ ５１の４     指定辞退届出書 

６９の６ ５１の８ １   指定介護予防支援事業所指定申請書 

６９の７ ５１の９     変更届出書 

６９の８ ５１の９     廃止・休止・再開届出書 

６９の９ ５１の１

０ 

   指定介護予防支援事業所指定更新申請書 

６９の１

０ 

５１の２

６ 

    介護老人保健施設・介護医療院開設許可事項変更許可申請

書 

６９の１

１ 

５１の２

７ 

    介護老人保健施設・介護医療院管理者承認申請書 

６９の１

２ 

５１の２

８ 

    介護老人保健施設・介護医療院広告事項許可申請書 

７０ ５４ １   堺市介護保険料額修正申請書 

７１ ５４ ２   堺市介護保険料納入通知書（保険料額変更通知書）兼特別

徴収額変更通知書・特別徴収中止通知書 

７２ ５４ ３   堺市介護保険料修正申請却下通知書 

７３（甲） ５５ １  （甲）堺市介護保険料（暫定保険料）納入通知書 

７３（乙） ５５ １  （乙）堺市介護保険料（暫定保険料）納入通知書 

５８   

７３（丙） ５８   （丙）堺市介護保険料（暫定保険料）納入通知書 
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７４（甲） ５５ １  （甲）堺市介護保険料（確定保険料）納入通知書 

７４（乙） ５５ １  （乙）堺市介護保険料（確定保険料）納入通知書 

５８   

７４（丙） ５８   （丙）堺市介護保険料（確定保険料）納入通知書 

７５ ５５ １  堺市介護保険料納入通知書（保険料額決定通知書）兼特別

徴収開始通知書 ５８   

７６ ５５ １   堺市介護保険料納入通知書兼領収証書 

７７ ５５ ３  堺市介護保険料督促状兼領収証書 

７７の２ ５５ ３  堺市介護保険料督促状 

７８ ５５の２ ２   堺市介護保険料延滞金免除申請書 

７９ ５６ １  堺市介護保険料徴収猶予申請書 

７９の２ ５６   収入等に係る調査の同意書 

５７   

８０ ５６ ２   堺市介護保険料徴収猶予決定通知書 

８１ ５６ ４   堺市介護保険料徴収猶予取消通知書 

８２ ５７ １   堺市介護保険料減免申請書 

８３ ５７ ２   堺市介護保険料減免決定・却下通知書 

８４ ５７ ８   堺市介護保険料減免理由消滅届出書 

８５ ５７ ９   堺市介護保険料減免取消通知書 

８６    削除 

８７ ６１ １   堺市介護保険料還付（充当）通知書 

８８ ６１ ３   堺市介護保険料充当通知書 

８９ ６３ １   堺市介護保険料納付証明書 

９０ ６３ ２   堺市介護保険料徴収票交付申請書 

９１ ６３ ３   堺市介護保険料徴収票 

９２ ６４     堺市介護保険過料納入通知書 

９３ ６６ １   堺市介護保険特定負担限度額認定申請書（特別養護老人ホ

ームの要介護旧措置入所者に関する認定申請） 

９４ ６６ １   堺市介護保険利用者負担額減額・免除等申請書（特別養護

老人ホームの要介護旧措置入所者に関する認定申請） 
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９５ ６６ ２   堺市介護保険特定負担限度額認定、利用者負担額減額・免

除決定通知書（特別養護老人ホームの要介護旧措置入所者

に関する認定申請） 

９６ ６６ ３   堺市介護保険利用者負担額減額・免除認定証（特別養護老

人ホームの要介護旧措置入所者に関する認定証） 

９７ ６７   徴収職員証 
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様式第１号（第２条関係） 

（平３０規則３６・全改） 

様式第２号（第３条関係） 

（平１８規則７６・全改、平２４規則９４・一改） 

様式第３号（第４条関係） 

（平２７規則１２９・全改） 

様式第４号（第５条関係） 

（令２規則９６・全改） 

様式第５号（第６条関係） 

（令２規則９６・全改） 

様式第６号（第８条関係） 

（平１８規則７６・全改、平２０規則２２・一改） 

様式第７号（第９条関係） 

（平１８規則７６・全改） 

様式第８号（第１０条関係） 

（平１８規則７６・全改） 

様式第９号（第１１条関係） 

（平１８規則７６・全改） 

様式第１０号（第１２条関係） 

（平１８規則７６・全改） 

様式第１１号（第１３条関係） 

（平１８規則７６・全改） 

様式第１２号（第１５条第１項関係） 

（平１７規則３５・全改） 

様式第１２号の２（第１５条関係） 

（令２規則９６・全改） 

様式第１２号の３（第１５条関係） 

（令２規則９６・全改） 

様式第１３号（第１５条第３項関係） 

（平１７規則３５・全改、平１７規則９０・平２８規則６２・一改） 

様式第１４号（第２０条関係） 
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（平１７規則３５・全改） 

様式第１５号（第２１条関係） 

（令２規則９６・全改） 

様式第１６号（第２１条関係） 

（令２規則９６・全改） 

様式第１７号 削除 

（平２８規則６２） 

様式第１８号 削除 

（平１８規則７６） 

様式第１９号（第２３条第１項関係） 

（平１７規則３５・全改、平２６規則６・一改） 

様式第２０号 削除 

（平２８規則６２） 

様式第２１号（第２３条関係） 

（平１８規則７６・全改） 

様式第２２号 削除 

（平２８規則６２） 

様式第２３号 削除 

（平２８規則６２） 

様式第２４号 削除 

（平１７規則３５） 

様式第２５号 削除 

（平１７規則３５） 

様式第２６号 削除 

（平２８規則６２） 

様式第２７号 削除 

（平２８規則６２） 

様式第２８号（第２５条関係） 

（平１８規則７６・全改、平２８規則６２・令２規則４２・一改） 

様式第２９号（第２５条関係） 

（平１８規則７６・全改、平２８規則６２・令２規則４２・一改） 
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様式第３０号（第２５条関係） 

（平２９規則５９・全改） 

様式第３１号（第２７条関係） 

（平２１規則５２・全改、平２８規則６２・令２規則４２・一改） 

様式第３２号（第２８条関係） 

（平１７規則３５・全改、平１７規則９０・平２８規則６２・令２規則４２・一改） 

様式第３３号（第３０条関係） 

（平２７規則５０・全改） 

様式第３３号の２（第３０条の２関係） 

（平１８規則７６・全改） 

様式第３４号（第３１条関係） 

（令２規則９６・全改） 

様式第３５号（第３１条関係） 

（平１７規則３５・全改、平１７規則９０・平２８規則６２・令２規則４２・一改） 

様式第３６号（第３２条関係） 

（令２規則９６・全改） 

様式第３７号(甲)（第３２条関係） 

（平２１規則５２・全改、平２７規則５０・平２８規則６２・令２規則４２・一改） 

様式第３７号(乙)（第３２条関係） 

（平２１規則５２・全改、平２７規則５０・平２８規則６２・令２規則４２・一改） 

様式第３８号 削除 

（平２８規則６２） 

様式第３９号 削除 

（平２８規則６２） 

様式第４０号 削除 

（平２７規則５０） 

様式第４１号（第３６条関係） 

（令２規則９６・全改） 

様式第４１号の２(甲)（第３６条関係） 

（平２１規則５２・追加、平２５規則６３・平２８規則６２・令２規則４２・一改） 

様式第４１号の２(乙)（第３６条関係） 
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（平２１規則５２・追加、平２５規則６３・平２８規則６２・令２規則４２・一改） 

様式第４２号（第３７条関係） 

（令２規則９６・全改） 

様式第４３号（第３７条関係） 

（令２規則４２・全改） 

様式第４３号の２（第３７条関係） 

（令２規則９６・全改） 

様式第４４号(甲)（第３７条関係） 

（令２規則９６・全改） 

様式第４４号(乙)（第３７条関係） 

（令２規則９６・全改） 

様式第４４号の２(甲)（第３７条関係） 

（平２１規則５２・追加、平２５規則６３・平２８規則６２・令２規則４２・一改） 

様式第４４号の２(乙)（第３７条関係） 

（平２１規則５２・追加、平２５規則６３・平２８規則６２・令２規則４２・一改） 

様式第４５号(甲)（第３８条関係） 

（令２規則９６・全改） 

様式第４５号(乙)（第３８条関係） 

（令２規則９６・全改） 

様式第４６号 削除 

（平２８規則６２） 

様式第４７号 削除 

（平２８規則６２） 

様式第４８号 削除 

（平２８規則６２） 

様式第４９号（第４２条関係） 

（令２規則９６・全改） 

様式第５０号（第４２条関係） 

（平１７規則１３４・追加、平２８規則６２・一改） 

様式第５１号（第４２条関係） 

（平１８規則７６・全改） 
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様式第５２号(甲)（第４３条関係） 

（令２規則９６・全改、令３規則２８・一改） 

様式第５２号(乙)（第４３条関係） 

（令２規則９６・全改、令３規則２８・一改） 

様式第５２号の２（第４３条関係） 

（令２規則９６・全改） 

様式第５２号の３（第４３条関係） 

（平２７規則１０２・全改、平２８規則６２・令２規則４２・一改） 

様式第５３号(甲)（第４３条関係） 

（平１８規則７６・全改、平２８規則６２・一改） 

様式第５３号(乙)（第４３条関係） 

（平１８規則７６・全改、平２８規則６２・一改） 

様式第５３号の２（第４３条関係） 

（令２規則９６・全改） 

様式第５３号の３（第４３条関係） 

（平２１規則５２・追加） 

様式第５３号の４（第４３条関係） 

（平２１規則５２・追加、平２７規則５０・平２８規則６２・一改） 

様式第５４号（第４３条の２関係） 

（令２規則９６・全改） 

様式第５４号の２（第４３条の２関係） 

（令２規則９６・全改） 

様式第５４号の３（第４３条の２関係） 

（令２規則９６・全改） 

様式第５４号の４（第４３条の２関係） 

（令２規則９６・全改） 

様式第５５号（第４６条第１項関係） 

（平１７規則３５・全改） 

様式第５６号（第４６条第２項関係） 

（平１７規則３５・全改） 

様式第５７号（第４６条関係） 
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（平１７規則３５・全改、平１７規則９０・平２８規則６２・令２規則４２・一改） 

様式第５８号（第４７条関係） 

（令２規則９６・全改） 

様式第５９号（第４７条第２項関係） 

（平１７規則３５・全改、平１７規則９０・平２８規則６２・一改） 

様式第６０号（第４８条関係） 

（平１７規則３５・全改、平１７規則９０・平２８規則６２・令２規則４２・一改） 

様式第６１号（第４９条関係） 

（平１７規則３５・全改、平１７規則９０・平２８規則６２・令２規則４２・一改） 

様式第６２号（第５０条第１項関係） 

（平１７規則３５・全改） 

様式第６３号（第５０条第２項関係） 

（平１７規則３５・全改） 

様式第６４号（第５０条第２項関係） 

（平１７規則３５・全改） 

様式第６５号（第５０条第３項関係） 

（平１７規則３５・全改） 

様式第６６号（第５０条関係） 

（平１７規則３５・全改、平１７規則９０・平２８規則６２・令２規則４２・一改） 

様式第６７号（第５１条関係） 

（平１８規則７６・全改、平２８規則６２・令２規則４２・一改） 

様式第６８号（第５１条関係） 

（令２規則９６・全改） 

様式第６９号（第５１条第３項関係） 

（平１７規則３５・全改、平１７規則９０・平２８規則６２・一改） 

様式第６９号の２（第５１条の２、第５１条の１４、第５１条の１８の２、第５１条の１９、

第５１条の２５、第５１条の３３関係） 

（令３規則２８・全改） 

様式第６９号の２の２（第５１条の２の２、第５１条の１４の２、第５１条の１８の３、第

５１条の１９の２、第５１条の２５の２、第５１条の３３の２関係） 

（令３規則２８・全改） 
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様式第６９号の３（第５１条の３、第５１条の１５、第５１条の１８の４、第５１条の２０、

第５１条の２９、第５１条の３７関係） 

（平３０規則９２・全改、令３規則２８・一改） 

様式第６９号の４（第５１条の３、第５１条の１５、第５１条の１８の４、第５１条の２０、

第５１条の２９、第５１条の３７関係） 

（平１８規則７６・追加、平１９規則４５・平２４規則３４・平３０規則３６・令

３規則２８・一改） 

様式第６９号の５（第５１条の４、第５１条の２１関係） 

（平１８規則７６・追加、平１９規則４５・平２４規則３４・令３規則２８・一改） 

様式第６９号の６（第５１条の８関係） 

（令３規則２８・全改） 

様式第６９号の７（第５１条の９関係） 

（平３０規則９２・全改、令３規則２８・一改） 

様式第６９号の８（第５１条の９関係） 

（平１８規則７６・追加、平２４規則３４・平３０規則９２・令３規則２８・一改） 

様式第６９号の９（第５１条の１０関係） 

（令３規則２８・全改） 

様式第６９号の１０（第５１条の２６、第５１条の３４関係） 

（平１９規則４５・追加、平２４規則３４・平３０規則３６・令３規則２８・一改） 

様式第６９号の１１（第５１条の２７、第５１条の３５関係） 

（平１９規則４５・追加、平２４規則３４・平３０規則３６・令３規則２８・一改） 

様式第６９号の１２（第５１条の２８、第５１条の３６関係） 

（令２規則９６・全改、令３規則２８・一改） 

様式第７０号（第５４条関係） 

（令２規則９６・全改） 

様式第７１号（第５４条第２項関係） 

（平１７規則３５・全改、平１７規則９０・平２８規則６２・一改） 

様式第７２号（第５４条関係） 

（平１７規則３５・全改、平１７規則９０・平２８規則６２・令２規則４２・一改） 

様式第７３号(甲)（第５５条関係） 

（平２７規則５０・全改） 
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様式第７３号(乙)（第５５条、第５８条関係） 

（平２７規則５０・全改） 

様式第７３号(丙)（第５８条関係） 

（平２７規則５０・全改、平３１規則３５・一改） 

様式第７４号(甲)（第５５条関係） 

（平２７規則５０・全改） 

様式第７４号(乙)（第５５条、第５８条関係） 

（平２７規則５０・全改） 

様式第７４号(丙)（第５８条関係） 

（平２７規則５０・全改、平３１規則３５・一改） 

様式第７５号（第５５条第１項関係） 

（平１７規則３５・全改、平１７規則９０・平２８規則６２・一改） 

様式第７６号（第５５条関係） 

（平２７規則５０・全改） 

様式第７７号（第５５条関係） 

（令２規則４２・全改） 

様式第７７号の２（第５５条関係） 

（平２７規則５０・追加、平２８規則６２・令２規則４２・一改） 

様式第７８号（第５５条の２関係） 

（令２規則９６・全改） 

様式第７９号（第５６条関係） 

（令２規則９６・全改） 

様式第７９号の２（第５６条、第５７条関係） 

（平３０規則３６・追加） 

様式第８０号（第５６条関係） 

（平１７規則３５・全改、平１７規則９０・平２８規則６２・令２規則４２・一改） 

様式第８１号（第５６条関係） 

（平１７規則３５・全改、平１７規則９０・平２８規則６２・令２規則４２・一改） 

様式第８２号（第５７条関係） 

（令２規則９６・全改） 

様式第８３号（第５７条関係） 
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（平１７規則３５・全改、平１７規則９０・平２８規則６２・令２規則４２・一改） 

様式第８４号（第５７条関係） 

（令２規則９６・全改） 

様式第８５号（第５７条関係） 

（平１７規則３５・全改、平１７規則９０・平２８規則６２・令２規則４２・一改） 

様式第８６号(甲) 削除 

（平２５規則６３） 

様式第８７号（第６１条第１項関係） 

（平２８規則６２・全改、平２９規則５９・一改） 

様式第８８号（第６１条第３項関係） 

（平２８規則６２・全改、平２９規則５９・一改） 

様式第８９号（第６３条第１項関係） 

（平２９規則５９・全改、令３規則２８・一改） 

様式第９０号（第６３条第２項関係） 

（平１７規則３５・全改） 

様式第９１号（第６３条第３項関係） 

（平１７規則３５・全改） 

様式第９２号（第６４条関係） 

（平１７規則３５・全改、平１７規則９０・平２０規則２２・平２８規則６２・令

２規則４２・一改） 

様式第９３号（第６６条関係） 

（令２規則９６・全改） 

様式第９４号（第６６条関係） 

（令２規則９６・全改） 

様式第９５号（第６６条関係） 

（平１７規則１３４・全改、平２８規則６２・一改） 

様式第９６号（第６６条関係） 

（平１８規則７６・全改） 

様式第９７号（第６７条関係） 

（平２５規則１５７・追加） 

 


